
資料１

平成３１年地方公共団体定員管理調査結果について
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（平成３１年４月１日現在）

平成３１年地方公共団体定員管理調査結果のポイント

○ 総職員数は、対前年比で３，７９３人増加し、２７４万６５３人。
平成６年をピークとして平成７年から減少していたが、平成２８年以降は
ほぼ横ばいで推移。〔対平成６年比で約５４万人減少〕

▲５４万人（▲１７％）
（H31 対平成6年比）

○ 部門別に見ると、対前年比で一般行政部門、教育部門、警察・消防部門で増加
する中、公営企業等会計部門で減少。一般行政部門においては、対平成６年比で
▲２１％と減少している中、防災は約３．２倍、児童相談所等は約２．０倍、
福祉事務所は約１．６倍に増加。

＜地方公共団体の総職員数の推移（平成６年～平成３１年）＞
千人

年

（H17~H22） 集中改革プランにより
約23万人の減

（H6）総職員数
最大

＜対前年の部門別職員数の状況＞

＜平成６年からの部門別職員数の推移（平成６年を１００とした場合の指数）＞

年

※平成13年に生じている一般行政部門と公営企業等会計部門の変動は、調査区分の変更によるもの。

特別支援学校（１３４．１）
義 務 教 育 （ ８０．８）
給食センター（ ２７．０）

防 災 （３１６．８）
児童相談所等（２０４．７）
福祉事務所 （１６３．３）
企画開発 （ ８６．３）
総務一般 （ ８４．５）
清 掃 （ ４９．２）

（単位：人、％）

一般行政部門 教育部門
警察・

消防部門
公営企業等
会計部門

増減数 3,667 2,052 698 ▲ 2,624 3,793

増減率 0.4 0.2 0.2 ▲ 0.7 0.1

部門

合計

対
前
年


対前年比表（公表資料ポイント）

																（単位：人、％） タンイ ヒト

								部門 ブモン								合計 ゴウケイ

								一般行政部門 イッパン ギョウセイ ブモン		教育部門 キョウイク ブモン		警察・
消防部門 ケイサツ ショウボウ ブモン		公営企業等
会計部門 コウエイ キギョウ トウ カイケイ ブモン

				対前年 タイ ゼンネン		増減数 ゾウゲン スウ		3,667		2,052		698		▲ 2,624		3,793

						増減率 ゾウゲンリツ		0.4		0.2		0.2		▲ 0.7		0.1





職員数の推移（公表資料ポイント)



		年 ネン		千人 セン ニン

		3		3,242

		4		3,254

		5		3,271

		6		3,282

		7		3,278

		8		3,274

		9		3,267

		10		3,249

		11		3,232

		12		3,204

		13		3,172

		14		3,144

		15		3,117

		16		3,084

		17		3,042

		18		2,998

		19		2,951

		20		2,899

		21		2,855

		22		2,814

		23		2,789

		24		2,769

		25		2,752

		26		2,744

		27		2,738

		28		2,737

		29		2,743

		30		2,737

		31		2,741

				ここを更新する コウシン



千人	6	7	8	9	10	11	12	13	14	15	16	17	18	19	20	21	22	23	24	25	26	27	28	29	30	31	3282	3278	3274	3267	3249	3232	3204	3172	3144	3117	3084	3042	2998	2951	2899	2855	2814	2789	2769	2752	2744	2738	2737	2743	2737	2741	千人	6	7	8	9	10	11	12	13	14	15	16	17	18	19	20	21	22	23	24	25	26	27	28	29	30	31	3282	3278	3274	3267	3249	3232	3204	3172	3144	3117	3084	3042	2998	2951	2899	2855	2814	2789	2769	2752	2744	2738	2737	2743	2737	2741	

総職員数等推移（1P) 

																		（単位：人、％） タンイ ニン																										（単位：人、％） タンイ ニン

						年 ネン		総数 ソウスウ						一般行政部門 イッパン ギョウセイ ブモン												年 ネン		総数 ソウスウ						一般行政部門 イッパン ギョウセイ ブモン						教育部門 キョウイク ブモン

								職員数 ショクインスウ		対前年 タイ ゼンネン		対前年 タイ ゼンネン		職員数 ショクインスウ		対前年 タイ ゼンネン		対前年 タイ ゼンネン										職員数 ショクインスウ		対前年 タイ ゼンネン		対前年 タイ ゼンネン		職員数 ショクインスウ		対前年 タイ ゼンネン		対前年 タイ ゼンネン		職員数 ショクインスウ		対前年 タイ ゼンネン		対前年 タイ ゼンネン

										増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ				増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ												増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ				増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ				増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ

						6		3,282,492		11,693		0.4		1,174,514		7,172		0.6								6		3,282,492		11,693		0.4		1,174,514		7,172		0.6		1,281,001		▲ 5,452		▲0.4

						7		3,278,332		▲ 4,160		▲ 0.1		1,174,838		324		0.0								7		3,278,332		▲ 4,160		▲ 0.1		1,174,838		324		0.0		1,272,330		▲ 8,671		▲ 0.7

						8		3,274,481		▲ 3,851		▲ 0.1		1,174,547		▲ 291		▲ 0.0								8		3,274,481		▲ 3,851		▲ 0.1		1,174,547		▲ 291		▲ 0.0		1,263,616		▲ 8,714		▲ 0.7

						9		3,267,118		▲ 7,363		▲ 0.2		1,171,694		▲ 2,853		▲ 0.2								9		3,267,118		▲ 7,363		▲ 0.2		1,171,694		▲ 2,853		▲ 0.2		1,252,901		▲ 10,715		▲ 0.8

						10		3,249,494		▲ 17,624		▲ 0.5		1,165,968		▲ 5,726		▲ 0.5								10		3,249,494		▲ 17,624		▲ 0.5		1,165,968		▲ 5,726		▲ 0.5		1,239,730		▲ 13,171		▲ 1.1

						11		3,232,158		▲ 17,336		▲ 0.5		1,161,430		▲ 4,538		▲ 0.4								11		3,232,158		▲ 17,336		▲ 0.5		1,161,430		▲ 4,538		▲ 0.4		1,226,549		▲ 13,181		▲ 1.1

						12		3,204,297		▲ 27,861		▲ 0.9		1,151,533		▲ 9,897		▲ 0.9								12		3,204,297		▲ 27,861		▲ 0.9		1,151,533		▲ 9,897		▲ 0.9		1,210,793		▲ 15,756		▲ 1.3

						13		3,171,532		▲ 32,765		▲ 1.0		1,113,587		▲ 37,946		▲ 3.3								13		3,171,532		▲ 32,765		▲ 1.0		1,113,587		▲ 37,946		▲ 3.3		1,194,467		▲ 16,326		▲ 1.3

						14		3,144,323		▲ 27,209		▲ 0.9		1,100,039		▲ 13,548		▲ 1.2								14		3,144,323		▲ 27,209		▲ 0.9		1,100,039		▲ 13,548		▲ 1.2		1,181,307		▲ 13,160		▲ 1.1

						15		3,117,004		▲ 27,319		▲ 0.9		1,085,585		▲ 14,454		▲ 1.3								15		3,117,004		▲ 27,319		▲ 0.9		1,085,585		▲ 14,454		▲ 1.3		1,168,431		▲ 12,876		▲ 1.1

						16		3,083,597		▲ 33,407		▲ 1.1		1,069,151		▲ 16,434		▲ 1.5								16		3,083,597		▲ 33,407		▲ 1.1		1,069,151		▲ 16,434		▲ 1.5		1,154,416		▲ 14,015		▲ 1.2

						17		3,042,122		▲ 41,475		▲ 1.3		1,048,860		▲ 20,291		▲ 1.9								17		3,042,122		▲ 41,475		▲ 1.3		1,048,860		▲ 20,291		▲ 1.9		1,139,683		▲ 14,733		▲ 1.3

						18		2,998,402		▲ 43,720		▲ 1.4		1,027,128		▲ 21,732		▲ 2.1								18		2,998,402		▲ 43,720		▲ 1.4		1,027,128		▲ 21,732		▲ 2.1		1,125,715		▲ 13,968		▲ 1.2

						19		2,951,296		▲ 47,106		▲ 1.6		1,003,432		▲ 23,696		▲ 2.3								19		2,951,296		▲ 47,106		▲ 1.6		1,003,432		▲ 23,696		▲ 2.3		1,108,530		▲ 17,185		▲ 1.5

						20		2,899,378		▲ 51,918		▲ 1.8		976,014		▲ 27,418		▲ 2.7								20		2,899,378		▲ 51,918		▲ 1.8		976,014		▲ 27,418		▲ 2.7		1,090,713		▲ 17,817		▲ 1.6

						21		2,855,106		▲ 44,272		▲ 1.5		954,775		▲ 21,239		▲ 2.2								21		2,855,106		▲ 44,272		▲ 1.5		954,775		▲ 21,239		▲ 2.2		1,076,358		▲ 14,355		▲ 1.3

						22		2,813,875		▲ 41,231		▲ 1.4		936,951		▲ 17,824		▲ 1.9								22		2,813,875		▲ 41,231		▲ 1.4		936,951		▲ 17,824		▲ 1.9		1,064,320		▲ 12,038		▲ 1.1

						23		2,788,989		▲ 24,886		▲ 0.9		926,249		▲ 10,702		▲ 1.1								23		2,788,989		▲ 24,886		▲ 0.9		926,249		▲ 10,702		▲ 1.1		1,055,313		▲ 9,007		▲ 0.8

						24		2,768,913		▲ 20,076		▲ 0.7		915,869		▲ 10,380		▲ 1.1								24		2,768,913		▲ 20,076		▲ 0.7		915,869		▲ 10,380		▲ 1.1		1,047,884		▲ 7,429		▲ 0.7

						25		2,752,484		▲ 16,429		▲ 0.6		909,340		▲ 6,529		▲ 0.7								25		2,752,484		▲ 16,429		▲ 0.6		909,340		▲ 6,529		▲ 0.7		1,037,527		▲ 10,357		▲ 1.0

						26		2,743,654		▲ 8,830		▲ 0.3		908,570		▲ 770		▲ 0.1								26		2,743,654		▲ 8,830		▲ 0.3		908,570		▲ 770		▲ 0.1		1,032,178		▲ 5,349		▲ 0.5

						27		2,738,337		▲ 5,317		▲ 0.2		909,362		792		0.1								27		2,738,337		▲ 5,317		▲ 0.2		909,362		792		0.1		1,024,691		▲ 7,487		▲ 0.7

						28		2,737,263		▲ 1,074		▲ 0.0		910,880		1,518		0.2								28		2,737,263		▲ 1,074		▲ 0.0		910,880		1,518		0.2		1,021,527		▲ 3,164		▲ 0.3

						29		2,742,596		5,333		0.2		915,727		4,847		0.5								29		2,742,596		5,333		0.2		915,727		4,847		0.5		1,019,060		▲ 2,467		▲ 0.2

						30		2,736,860		▲ 5,736		▲ 0.2		919,097		3,370		0.4								30		2,736,860		▲ 5,736		▲ 0.2		919,097		3,370		0.4		1,012,910		▲ 6,150		▲ 0.6

						31		2,740,653		3,793		0.1		922,764		3,667		0.4								元 ガン		2,740,653		3,793		0.1		922,764		3,667		0.4		1,014,962		2,052		0.2

						31-6		－		▲ 541,839		▲ 16.5		－		▲ 251,750		▲ 21.4								元-6 ガン		－		▲ 541,839		▲ 16.5		－		▲ 251,750		▲ 21.4		－		▲ 266,039		▲ 20.8



						注）　平成13年の純減数については、調査区分の変更により、一般行政部門から公営
　　企業等会計部門に23,147人が移動しているためであり、その影響分を除いた場合
　　の一般行政部門の増減数は、▲14,799人（▲1.3％）となる。　 チュウ																				注）　平成13年の純減数については、調査区分の変更により、一般行政部門から公営
　　企業等会計部門に23,147人が移動しているためであり、その影響分を除いた場合
　　の一般行政部門の増減数は、▲14,799人（▲1.3％）となる。　 チュウ



注）

注）



総職員数部門別（公表資料２P)

		●総職員数の部門別構成（平成３１年４月１日現在） ヘイセイ ドシ

																				★割合の端数調整 ワリアイ ハスウ チョウセイ

				系列１ ケイレツ		系列２ ケイレツ		割合 ワリアイ		「系列１」「系列２」の白いセルだけ入力 ケイレツ ケイレツ シロ ニュウリョク										合計 ゴウケイ				占有率 センユウ リツ		2位以下 ２イ イカ		減 ゲン		増 ゾウ

		一般行政部門		922,764				33.7		Ａ												Ａ		33.7		695		695		0

		福祉関係を除く一般行政				554,104		20.2		(a)												Ｂ		37.0		336		1,000		336

		福祉関係				368,660		13.5		(b)												Ｃ		10.6		759		759		0

		教育部門 ブモン		1,014,962		1,014,962		37		Ｂ												Ｄ		5.9		138		1,000		138

		警察部門 ブモン		289,849		289,849		10.6		Ｃ												E		12.8		72		1,000		72

		消防部門 ブモン		162,076		162,076		5.9		Ｄ												A+B+C+D+E		100.0

		公営企業等会計部門		351,002		351,002		12.8		E												F		100.0

		合計		2,740,653				100.0		F

																				一般行政部門 イッパン ギョウセイ ブモン				占有率 センユウ リツ		2位以下 ２イ イカ

		図表－２　総職員数の部門別構成（平成３１年４月１日現在） ヘイセイ ドシ																				(a)		20.2		180

																						(b)		13.5		515

																						(a)+(b)		33.7

																						Ａ		33.7





















&D &T   &A


一般行政部門	福祉関係を除く一般行政	福祉関係	教育部門	警察部門	消防部門	公営企業等会計部門	922764	1014962	289849	162076	351002	福祉関係を除く

一般行政

554,104人

　　(20.2%)

福祉関係

368,660人

(13.5%)

教育部門

1,014,962人

(37.0%)

警察部門

289,849人

(10.6%)

消防部門

162,076人

(5.9%)

公営企業等

会計部門

351,002人

(12.8%)



一般行政部門	福祉関係を除く一般行政	福祉関係	教育部門	警察部門	消防部門	公営企業等会計部門	554104	368660	1014962	289849	162076	351002	



増減理由（３P)



						部門 ブモン				H31		H30		対前年 タイ ゼンネン				主な増減理由 オモ ゾウゲン リユウ

														増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ

						一般行政部門
① イッパン ギョウセイ ブモン				922,764		919,097		3,667		0.4

								福祉関係を除く
一般行政 フクシ カンケイ ノゾ イッパン ギョウセイ		554,104		551,714		2,390		0.4		・防災、地方創生等の体制充実による増
・組織の見直し、事務・事業の統廃合、民間委託等による減 ボウサイ チホウ ソウセイナド タイセイ ジュウジツ ゾウ ソシキ ミナオ ジム ジギョウ トウハイゴウ ミンカン イタク トウ ゲン

								福祉関係 フクシ カンケイ		368,660		367,383		1,277		0.3		・子育て支援、生活保護関連業務に係る体制充実による増
・保育所等福祉施設の民間移譲・民間委託等による減 コソダ ホゴ カンレン ギョウム ホイク ジョ トウ フクシ シセツ ミンカン イジョウ ミンカン イタク トウ ゲン

						教育部門
② キョウイク ブモン				1,014,962		1,012,910		2,052		0.2		・特別支援学校・学級関連業務の体制強化による増
・児童・生徒数の減少に伴う学校統廃合や学級数減による減
・臨時・非常勤職員の任用の適正化に伴い、新たに調査対象に含まれたことによる増 ジドウ セイトスウ ゲンショウ トモナ ガッコウ トウハイゴウ ガッキュウ スウ ゲン ゲン リンジ ヒジョウキン ショクイン ニンヨウ テキセイ カ トモナ アラ チョウサ タイショウ フク ゾウ

						警察部門
③ ケイサツ ブモン				289,849		289,616		233		0.1		・組織基盤の充実・強化による増 ソシキ キバン ジュウジツ キョウカ ゾウ

						消防部門
④ ショウボウ ブモン				162,076		161,611		465		0.3		・組織基盤の充実・強化による増 ソシキ キバン ジュウジツ キョウカ ゾウ

						公営企業等
会計部門
⑤ コウエイ キギョウ トウ カイケイ ブモン				351,002		353,626		▲ 2,624		▲ 0.7		・病院事業の地方独立行政法人化による減
・水道・交通事業の民間委託等による減 ビョウイン ジギョウ チホウ ドクリツ ギョウセイ ホウジンカ ゲン スイドウ コウツウ ジギョウ ミンカン イタク トウ ゲン

						合計
①～⑤ ゴウケイ				2,740,653		2,736,860		3,793		0.1







各部門平成６年比（4Ｐ）

														（単位：人、％） タンイ ニン

						部　門 ブ モン		平成６年 ヘイセイ ネン		平成３１年 ヘイセイ ネン		増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ						↓この計算式は消さないこと ケイサンシキ ケ

						一般行政部門 イッパン ギョウセイ ブモン		1,174,514		922,764		▲ 251,750		▲ 21.4						78.5656024534

						教育部門 キョウイク ブモン		1,281,001		1,014,962		▲ 266,039		▲ 20.8						79.2319443935

						警察部門 ケイサツ ブモン		253,994		289,849		35,855		14.1						114.1164751923

						消防部門 ショウボウ ブモン		145,535		162,076		16,541		11.4						111.3656508744

						公営企業等会計部門 コウエイ キギョウ トウ カイケイ ブモン		427,448		351,002		▲ 76,446		▲ 17.9						82.115719339

						合　計 ゴウ ケイ		3,282,492		2,740,653		▲ 541,839		▲ 16.5						83.4930595413







部門別指数推移（4P）

				6		7		8		9		10		11		12		13		14		15		16		17		18		19		20		21		22		23		24		25		26		27		28		29		30		31

		一般行政 イッパン ギョウセイ		100		100.0		100.0		99.8		99.3		98.9		98.0		94.8		93.7		92.4		91.0		89.3		87.5		85.4		83.1		81.3		79.8		78.9		78.0		77.4		77.4		77.4		77.6		78.0		78.3		78.6				一般行政 イッパン ギョウセイ

		教     育		100		99.3		98.6		97.8		96.8		95.7		94.5		93.2		92.2		91.2		90.1		89.0		87.9		86.5		85.1		84.0		83.1		82.4		81.8		81.0		80.6		80.0		79.7		79.6		79.1		79.2				教     育

		警     察		100		99.9		100.5		101.6		102.0		102.1		102.2		101.9		103.3		105.0		106.6		108.0		109.3		110.3		110.7		110.6		110.8		111.0		111.6		111.7		112.0		112.5		113.0		113.5		114.0		114.1				警     察

		消     防		100		101.5		102.8		103.9		104.6		105.1		105.4		105.8		106.0		106.3		106.7		107.0		107.4		107.8		107.9		108.2		108.4		108.6		108.9		109.2		109.4		109.7		110.2		110.4		111.0		111.4				消     防

		公営企業 コウエイ キギョウ		100		100.6		100.9		101.3		101.2		101.0		100.3		105.4		104.4		103.3		101.5		99.1		96.3		94.1		92.3		90.2		87.4		85.9		85.0		84.9		84.1		84.0		83.7		83.9		82.7		82.1				公営企業 コウエイ キギョウ

		総職員 ソウ ショクイン		100		99.9		99.8		99.5		99.0		98.5		97.6		96.6		95.8		95.0		93.9		92.7		91.3		89.9		88.3		87.0		85.7		85.0		84.4		83.9		83.6		83.4		83.4		83.6		83.4		83.5				総職員 ソウ ショクイン



																		【平成３１年】　平成６年からの増減率の大きな部門の例 ヘイセイ ネン ヘイセイ ネン ゾウゲン リツ オオ ブモン レイ

																		年 ネン		総職員数 ソウ ショクインスウ		防災 ボウサイ		福祉事務所 フクシ ジムショ		児童相談所等 ジドウ ソウダンショ ナド		総務一般 ソウム イッパン		企画開発 キカク カイハツ		清掃 セイソウ		特別支援学校 トクベツ シエン ガッコウ

総務省: 義務＋高		義務教育
（特別支援学校除く） ギム キョウイク トクベツ シエン ガッコウ ノゾ

総務省: 義務教育小学校＋中学校		給食センター キュウショク		警察官 ケイサツカン		消防吏員 ショウボウ リイン

																		６年 ネン		3,282,492		3,091		35,380		4,274		139,819		28,940		87,437		59,000		781,654		23,426		223,739		143,481

																		７年 ネン		3,278,332		3,446		35,876		4,259		140,223		28,866		86,759		59,742		772,641		23,121		223,990		145,695

																		８年 ネン		3,274,481		3,808		36,454		4,279		139,400		28,962		85,978		60,862		764,563		22,687		225,743		147,726

																		９年 ネン		3,267,118		3,922		37,002		4,304		138,851		28,933		85,013		61,851		755,287		22,261		228,806		149,301

																		１０年 ネン		3,249,494		3,970		37,713		4,330		138,094		28,412		83,567		62,821		744,920		21,525		229,848		150,390

																		１１年 ネン		3,232,158		3,952		39,036		4,305		137,266		27,846		81,744		63,597		734,446		20,964		230,236		151,191

																		１２年 ネン		3,204,297		4,019		38,457		4,403		136,472		27,366		80,151		64,136		722,971		20,233		230,602		151,698

																		１３年 ネン		3,171,532		4,089		36,150		4,547		136,093		27,237		78,217		64,511		712,414		19,421		229,871		152,238

																		１４年 ネン		3,144,323		4,241		37,371		4,793		136,380		27,112		76,061		64,870		705,819		18,683		233,583		152,656

																		１５年 ネン		3,117,004		4,365		38,214		4,954		137,654		27,400		73,367		65,405		700,575		17,905		237,963		153,137

																		１６年 ネン		3,083,597		4,698		39,062		5,040		137,304		27,212		70,879		65,957		693,925		16,997		241,913		153,802

																		１７年 ネン		3,042,122		5,389		41,291		5,373		134,920		25,206		68,612		66,653		689,334		16,130		245,374		154,231

																		１８年 ネン		2,998,402		6,083		44,246		5,645		130,018		23,598		66,647		66,829		686,204		15,360		248,834		154,846

																		１９年 ネン		2,951,296		6,216		45,059		5,936		126,954		23,012		63,992		67,386		680,902		14,298		251,569		155,469

																		２０年 ネン		2,899,378		6,277		45,100		6,181		123,386		22,276		60,941		67,948		673,820		13,131		252,917		155,690

																		２１年 ネン		2,855,106		6,341		45,576		6,261		121,439		21,799		58,163		68,383		667,703		11,984		252,845		156,059

																		２２年 ネン		2,813,875		6,379		47,359		6,397		119,763		21,435		55,596		69,301		661,800		10,987		253,510		156,485

																		２３年 ネン		2,788,989		6,614		49,033		6,685		118,337		21,150		53,406		70,652		657,312		10,216		254,318		156,781

																		２４年 ネン		2,768,913		7,626		50,329		6,821		116,213		21,091		51,549		71,750		653,246		9,576		255,734		157,225

																		２５年 ネン		2,752,484		8,055		51,650		6,941		115,562		21,068		49,776		72,582		647,345		8,923		256,026		157,759

																		２６年 ネン		2,743,654		8,394		53,042		7,018		115,745		21,414		48,535		73,680		642,839		8,343		256,828		158,041

																		２７年 ネン		2,738,337		8,839		54,154		7,194		116,516		22,533		47,115		75,037		639,202		7,904		258,076		158,571

																		２８年 ネン		2,737,263		9,019		55,145		7,420		116,271		23,137		45,987		76,209		636,093		7,524		259,158		159,374

																		２９年 ネン		2,742,596		9,263		55,997		7,746		116,726		23,759		45,140		77,264		634,022		7,148		260,431		159,697

																		３０年 ネン		2,736,860		9,485		57,000		8,162		117,370		24,310		44,072		77,865		630,003		6,678		261,655		160,439

																		３１年 ネン		2,740,653		9,793		57,785		8,747		118,103		24,982		42,977		79,147		631,836		6,323		261,863		161,184

																		対平成
６年比※ タイ ヘイセイ ネン ヒ		83.5		316.8		163.3		204.7		84.5		86.3		49.2		134.1		80.8		27.0		117.0		112.3























一般行政	6	7	8	9	10	11	12	13	14	15	16	17	18	19	20	21	22	23	24	25	26	27	28	29	30	31	100	100.02758587807401	100.00280967276677	99.759900690838933	99.272379895003382	98.886007318771846	98.043360913535309	94.812577798136076	93.659079414975039	92.428442743126098	91.029225705270434	89.301617520097679	87.451320290775598	85.433804961030688	83.099392599832782	81.29107017881438	79.773506318358059	78.862320925931911	77.978551128381611	77.422661628554494	77.357102597329614	77.424534743732295	77.599999999999994	78	78.253388209931941	78.56560245344032	教     育	6	7	8	9	10	11	12	13	14	15	16	17	18	19	20	21	22	23	24	25	26	27	28	29	30	31	100	99.323107476106571	98.642858202296495	97.806402961434074	96.778222655563894	95.749261710178217	94.519286089550278	93.244814016538626	92.217492414135506	91.212340973972701	90.118274692993992	88.968158494802111	87.877761219546286	86.536232212152797	85.145366787379558	84.024758762873716	83.085024914110136	82.381902902495781	81.801965806427944	80.993457460220569	80.575893383377533	79.991428578119766	79.7	79.599999999999994	79.071757164904639	79.231944393486032	警     察	6	7	8	9	10	11	12	13	14	15	16	17	18	19	20	21	22	23	24	25	26	27	28	29	30	31	100	99.86850083072828	100.51221682401948	101.64334590580879	102.02996921187115	102.12879044386875	102.21304440262369	101.89610778207359	103.33039363134561	105.01389796609368	106.64425143901038	107.98325944707355	109.2714788538312	110.29433766151956	110.70379615266501	110.59237619786295	110.75419104388293	111.03530004645779	111.55893446301882	111.67350409852202	111.98807845854625	112.50305125317921	113	113.5	114.02474074190729	114.11647519232737	消     防	6	7	8	9	10	11	12	13	14	15	16	17	18	19	20	21	22	23	24	25	26	27	28	29	30	31	100	101.46081698560482	102.82062734050228	103.89734428144433	104.61263613563747	105.11217232968015	105.43649293984265	105.76493626962586	106.03016456522485	106.34898821589309	106.67193458618203	106.97976431786169	107.40715291854193	107.79949840244613	107.9479163087917	108.15611364963755	108.3959185075755	108.60755144810528	108.88102518294569	109.21633971209674	109.36956745799979	109.65678359157592	110.2	110.4	111.04614010375511	111.36565087436013	公営企業	6	7	8	9	10	11	12	13	14	15	16	17	18	19	20	21	22	23	24	25	26	27	28	29	30	31	100	100.56030207183096	100.92057981321705	101.33349553629915	101.15803559731242	101.01883737904961	100.34179596114615	105.44978570492785	104.390007673448	103.28367427149034	101.51293256723626	99.103282738485149	96.316043121034596	94.11834889857947	92.261046957758609	90.226179558683157	87.38864142538975	85.938406543018104	85.003789934682118	84.92845913421047	84.055136531227191	83.97372311953734	83.7	83.9	82.729595178828774	82.115719338960531	総職員	6	7	8	9	10	11	12	13	14	15	16	17	18	19	20	21	22	23	24	25	26	27	28	29	30	31	100	99.873267017863256	99.755947615409269	99.531636329959071	98.994727176791287	98.466591845463753	97.617815976398418	96.619641418775743	95.7907285074876	94.958464483691046	93.94073161488285	92.677209875911345	91.345294977108864	89.910226742365253	88.328562567707706	86.979831177044758	85.723742814910125	84.965599306868071	84.353990809421617	83.853486923958997	83.584483983510097	83.422503390716557	83.4	83.6	83.377507089126198	83.493059541348458	

総職員団体区分別（公表資料5P）

		●総職員数の団体区分別構成（平成31年４月１日現在） ヘイセイ ドシ



				系列１ ケイレツ		系列２ ケイレツ		割合 ワリアイ														★割合調整 ワリアイ チョウセイ

		都道府県		1,390,987		1,390,987		50.8		Ａ												合計 ゴウケイ				占有率 センユウ リツ		2位以下 ２イ イカ

		市町村等 シチョウソン トウ		1,349,666				49.2		Ｂ														Ａ		50.8		539

		指定都市				342,756		12.5		(a)														Ｂ		49.2		461

		市				703,922		25.7		(b)														Ａ+Ｂ		100.0

		特別区				62,259		2.3		(c)														Ｃ		100.0

		町村				137,885		5.0		(d)

		一部事務組合等 トウ				102,844		3.7		(e)												市町村等 シチョウソン トウ				占有率 センユウ リツ		2位以下 ２イ イカ		減 ゲン		増 ゾウ

		合計 ゴウケイ		2,740,653				100.0		Ｃ														(a)		12.5		64		1,000		64

																								(b)		25.7		845		845		0

																								(c)		2.3		717		717		0

																								(d)		5.0		311		1,000		311

																								(e)		3.8		525		525		0

																								∑(a):(e)		49.3

																								Ｂ		49.2

























&D　&T　　　&A


都道府県	市町村等	指定都市	市	特別区	町村	一部事務組合等	1390987	1349666	都道府県

 1,390,987人

(50.8%)

指定都市

342,756人

(12.5%)

市

703,992人

(25.7%)

特別区

62,259人

(2.3%)

町村

137,885人

(5.0%)

一部事務組合等

 102,844人

(3.7%)



都道府県	市町村等	指定都市	市	特別区	町村	一部事務組合等	1390987	342756	703922	62259	137885	102844	



団体区分別職員数推移（5P）



																（単位：人、％） タンイ ニン

						団体区分 ダンタイ クブン				H31		H30		対前年 タイ ゼンネン

														増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ

						都道府県 トドウフケン				1,390,987		1,386,505		4,482		0.3

						市町村 シチョウソン				1,349,666		1,350,355		▲ 689		▲ 0.1

								指定都市 シテイ トシ		342,756		343,138		▲ 382		▲ 0.1

								その他市町村等 タ シチョウソン トウ		1,006,910		1,007,217		▲ 307		▲ 0.0

						合  計 ゴウ ケイ				2,740,653		2,736,860		3,793		0.1
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都道府県別公表6P

		●都道府県の部門別構成（平成３１年４月１日現在） ヘイセイ ネン

																				★割合調整 ワリアイ チョウセイ

				系列１ ケイレツ		系列２ ケイレツ		割合 ワリアイ												合計 ゴウケイ				占有率 センユウ リツ		2位以下 ２イ イカ		減 ゲン		増 ゾウ

		一般行政部門		233,319				16.8		Ａ												Ａ		16.8		736		736		0

		福祉関係を除く一般行政				175,764		12.6		(a)												Ｂ		55.3		852		852		0

		福祉関係				57,555		4.2		(b)												Ｃ		20.8		376		1,000		376

		教育部門 ブモン		769,010		769,010		55.3		Ｂ												Ｄ		1.4		564		564		0

		警察部門 ブモン		289,849		289,849		20.8		Ｃ												E		5.7		471		1,000		471

		消防部門 ブモン		18,867		18,867		1.4		Ｄ												A+B+C+D+E		100.0

		公営企業等会計部門		79,942		79,942		5.7		E												F		100.0

		合計		1,390,987				100.0		F

																				一般行政部門 イッパン ギョウセイ ブモン				占有率 センユウ リツ		2位以下 ２イ イカ

		参考　都道府県の部門別構成（平成３１年４月１日現在） ヘイセイ ネン																				(a)		12.6		359

																						(b)		4.1		377

																						(a)+(b)		16.7

																						Ａ		16.8

























































1	1	一般管理

208,886人

(13.0%)

福祉関係

68,102人

(4.2%)

教育部門

940,521人

(58.4%)

警察部門

274,271人

(17.0%)

消防部門

18,425人

(1.2%)

公営企業等会計部門

99,423人

(6.2%)



1	1	

一般行政部門	福祉関係を除く一般行政	福祉関係	教育部門	警察部門	消防部門	公営企業等会計部門	233319	769010	289849	18867	79942	福祉関係を除く

一般行政

175,764人

(12.6%)

福祉関係

57,555人

(4.2%)

教育部門

769,010人

(55.3%)

警察部門

289,849人

(20.8%)

消防部門

18,867人

(1.4%)

公営企業等会計部門

79,942人

(5.7%)



一般行政部門	福祉関係を除く一般行政	福祉関係	教育部門	警察部門	消防部門	公営企業等会計部門	175764	57555	769010	289849	18867	79942	



市町村公表6P

		●市町村の部門別構成（平成３１年４月１日現在） ヘイセイ ネン

																				★割合調整 ワリアイ チョウセイ

				系列１ ケイレツ		系列２ ケイレツ		割合 ワリアイ												合計 ゴウケイ				占有率 センユウ リツ		2位以下 ２イ イカ		減 ゲン		増 ゾウ

		一般行政部門		689,445				51.1		Ａ												Ａ		51.1		826		826		0

		福祉関係を除く一般行政				378,340		28		(a)												Ｂ		18.2		232		1,000		232

		福祉関係				311,105		23.1		(b)												Ｃ		0.0		0		1,000		0

		教育部門 ブモン		245,952		245,952		18.2		Ｂ												Ｄ		10.6		107		1,000		107

		警察部門 ブモン		0		0		0		Ｃ												E		20.1		835		835		0

		消防部門 ブモン		143,209		143,209		10.6		Ｄ												A+B+C+D+E		100.0

		公営企業等会計部門		271,060		271,060		20.1		E												F		100.0

		合計		1,349,666				100.0		F

																				一般行政部門 イッパン ギョウセイ ブモン				占有率 センユウ リツ		2位以下 ２イ イカ

		参考　市町村の部門別構成（平成３１年４月１日現在） ヘイセイ ネン																				(a)		28.0		321

																						(b)		23.1		505

																						(a)+(b)		51.1

																						Ａ		51.1















																市町村＝指定都市、その他市、町村、特別区、一組含む（要するに都道府県以外） シチョウソン シテイ トシ タ シ チョウソン トクベツク イチ クミ フク ヨウ トドウフケン イガイ

																								市町村＝指定都市、その他市、町村、特別区、一組含む（要するに都道府県以外） シチョウソン シテイ トシ タ シ チョウソン トクベツク イチ クミ フク ヨウ トドウフケン イガイ







































0	0	一般管理

208,886人

(13.0%)

福祉関係

68,102人

(4.2%)

教育部門

940,521人

(58.4%)

警察部門

274,271人

(17.0%)

消防部門

18,425人

(1.2%)

公営企業等会計部門

99,423人

(6.2%)



0	0	

一般行政部門	福祉関係を除く一般行政	福祉関係	教育部門	警察部門	消防部門	公営企業等会計部門	689445	245952	0	143209	271060	福祉関係を除く

一般行政

378,340人

       (28.0%)

福祉関係

311,105人

(23.1%)

教育部門

245,952人

(18.2%)

消防部門

143,209人

(10.6%)

公営企業等

会計部門

271,060人

(20.1%)



一般行政部門	福祉関係を除く一般行政	福祉関係	教育部門	警察部門	消防部門	公営企業等会計部門	378340	311105	245952	0	143209	271060	



職員数の推移（公表資料7P）

				職員数の推移 ショクインスウ スイイ





																						(単位:人、％) タンイ ニン

				年 ネン		全団体 ゼンダンタイ						都道府県 トドウフケン						市町村 シチョウソン

						職員数 ショクインスウ		対前年
増減数 タイ ゼンネン ゾウゲン スウ		対前年
増減率 タイ ゼンネン ゾウゲンリツ		職員数 ショクインスウ		対前年
増減数 タイ ゼンネン ゾウゲン スウ		対前年
増減率 タイ ゼンネン ゾウゲンリツ		職員数 ショクインスウ		対前年
増減数 タイ ゼンネン ゾウゲン スウ		対前年
増減率 タイ ゼンネン ゾウゲンリツ



				6		3,282,492		11,693		0.4		1,734,665		▲ 4,549		▲ 0.3		1,547,827		16,242		1.1

				7		3,278,332		▲ 4,160		▲ 0.1		1,726,263		▲ 8,402		▲ 0.5		1,552,069		4,242		0.3

				8		3,274,481		▲ 3,851		▲ 0.1		1,719,900		▲ 6,363		▲ 0.4		1,554,581		2,512		0.2

				9		3,267,118		▲ 7,363		▲ 0.2		1,713,593		▲ 6,307		▲ 0.4		1,553,525		▲ 1,056		▲ 0.1

				10		3,249,494		▲ 17,624		▲ 0.5		1,703,562		▲ 10,031		▲ 0.6		1,545,932		▲ 7,593		▲ 0.5

				11		3,232,158		▲ 17,336		▲ 0.5		1,691,853		▲ 11,709		▲ 0.7		1,540,305		▲ 5,627		▲ 0.4

				12		3,204,297		▲ 27,861		▲ 0.9		1,666,944		▲ 24,909		▲ 1.5		1,537,353		▲ 2,952		▲ 0.2

				13		3,171,532		▲ 32,765		▲ 1.0		1,648,467		▲ 18,477		▲ 1.1		1,523,065		▲ 14,288		▲ 0.9

				14		3,144,323		▲ 27,209		▲ 0.9		1,638,341		▲ 10,126		▲ 0.6		1,505,982		▲ 17,083		▲ 1.1

				15		3,117,004		▲ 27,319		▲ 0.9		1,630,316		▲ 8,025		▲ 0.5		1,486,688		▲ 19,294		▲ 1.3

				16		3,083,597		▲ 33,407		▲ 1.1		1,620,922		▲ 9,394		▲ 0.6		1,462,675		▲ 24,013		▲ 1.6

				17		3,042,122		▲ 41,475		▲ 1.3		1,609,628		▲ 11,294		▲ 0.7		1,432,494		▲ 30,181		▲ 2.1

				18		2,998,402		▲ 43,720		▲ 1.4		1,596,305		▲ 13,323		▲ 0.8		1,402,097		▲ 30,397		▲ 2.1

				19		2,951,296		▲ 47,106		▲ 1.6		1,579,778		▲ 16,527		▲ 1.0		1,371,518		▲ 30,579		▲ 2.2

				20		2,899,378		▲ 51,918		▲ 1.8		1,560,755		▲ 19,023		▲ 1.2		1,338,623		▲ 32,895		▲ 2.4

				21		2,855,106		▲ 44,272		▲ 1.5		1,542,705		▲ 18,050		▲ 1.2		1,312,401		▲ 26,222		▲ 2.0

				22		2,813,875		▲ 41,231		▲ 1.4		1,525,104		▲ 17,601		▲ 1.1		1,288,771		▲ 23,630		▲ 1.8

				23		2,788,989		▲ 24,886		▲ 0.9		1,515,844		▲ 9,260		▲ 0.6		1,273,145		▲ 15,626		▲ 1.2

				24		2,768,913		▲ 20,076		▲ 0.7		1,510,179		▲ 5,665		▲ 0.4		1,258,734		▲ 14,411		▲ 1.1

				25		2,752,484		▲ 16,429		▲ 0.6		1,502,735		▲ 7,444		▲ 0.5		1,249,749		▲ 8,985		▲ 0.7

				26		2,743,654		▲ 8,830		▲ 0.3		1,500,524		▲ 2,211		▲ 0.1		1,243,130		▲ 6,619		▲ 0.5

				27		2,738,337		▲ 5,317		▲ 0.2		1,500,067		▲ 457		▲ 0.0		1,238,270		▲ 4,860		▲ 0.4

				28		2,737,263		▲ 1,074		▲ 0.0		1,500,778		711		0.0		1,236,485		▲ 1,785		▲ 0.1

				29		2,742,596		5,333		0.2		1,387,703		▲ 113,075		▲ 7.5		1,354,893		118,408		9.6

				30		2,736,860		▲ 5,736		▲ 0.2		1,386,505		▲ 1,198		▲ 0.1		1,350,355		▲ 4,538		▲ 0.3

				31		2,740,653		3,793		0.1		1,390,987		4,482		0.3		1,349,666		▲ 689		▲ 0.1

				31-6		-		▲ 541,839		▲ 16.5		-		▲ 343,678		▲ 19.8		-		▲ 198,161		▲ 12.8





県部門別増減状況（公表資料9P)





						都道府県職員数の増減状況 トドウフケン ショクイン スウ ゾウゲン ジョウキョウ																																								入力欄 ニュウリョクラン

																																		（単位：人、％） タンイ ニン

						都道府県 トドウフケン		総数 ソウスウ						一般行政部門 イッパン ギョウセイ ブモン						教育部門 キョウイク ブモン						警察部門 ケイサツ ブモン						公営企業等会計部門 コウエイ キギョウ トウ カイケイ ブモン														総数 ソウスウ				一般行政 イッパン ギョウセイ				教育 キョウイク				警察 ケイサツ				公営企業 コウエイ キギョウ

								H31		対前年 タイ ゼンネン				H31		対前年 タイ ゼンネン				H31		対前年 タイ ゼンネン				H31		対前年 タイ ゼンネン				H31		対前年 タイ ゼンネン

								職員数 ショクインスウ		増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ		職員数 ショクインスウ		増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ		職員数 ショクインスウ		増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ		職員数 ショクインスウ		増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ		職員数 ショクインスウ		増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ										H31		H30		H31		H30		H31		H30		H31		H30		H31		H30

						北海道 ホッカイドウ		64,148		439		0.7		12,804		115		0.9		38,430		361		0.9		11,967		▲ 19		▲ 0.2		947		▲ 18		▲ 1.9										64148		63709		12804		12689		38430		38069		11967		11986		947		965

						青森県		19,001		▲ 208		▲ 1.1		3,783		▲ 47		▲ 1.2		11,278		▲ 174		▲ 1.5		2,694		13		0.5		1,246		0		0.0										19001		19209		3783		3830		11278		11452		2694		2681		1246		1246

						岩手県		23,823		▲ 18		▲ 0.1		4,396		39		0.9		11,757		▲ 87		▲ 0.7		2,463		1		0.0		5,207		29		0.6										23823		23841		4396		4357		11757		11844		2463		2462		5207		5178

						宮城県		22,356		▲ 223		▲ 1.0		4,982		▲ 24		▲ 0.5		12,876		▲ 206		▲ 1.6		4,336		▲ 16		▲ 0.4		162		23		16.5										22356		22579		4982		5006		12876		13082		4336		4352		162		139

						秋田県		14,307		▲ 109		▲ 0.8		3,340		1		0.0		8,464		▲ 107		▲ 1.2		2,371		▲ 4		▲ 0.2		132		1		0.8										14307		14416		3340		3339		8464		8571		2371		2375		132		131

						山形県		17,825		▲ 111		▲ 0.6		4,053		▲ 10		▲ 0.2		9,327		▲ 104		▲ 1.1		2,340		8		0.3		2,105		▲ 5		▲ 0.2										17825		17936		4053		4063		9327		9431		2340		2332		2105		2110

						福島県		26,167		▲ 256		▲ 1.0		5,692		▲ 83		▲ 1.4		15,996		▲ 206		▲ 1.3		3,986		▲ 4		▲ 0.1		493		37		8.1										26167		26423		5692		5775		15996		16202		3986		3990		493		456

						茨城県		34,294		492		1.5		4,874		30		0.6		22,355		483		2.2		5,371		▲ 46		▲ 0.8		1,694		25		1.5										34294		33802		4874		4844		22355		21872		5371		5417		1694		1669

						栃木県		23,595		▲ 89		▲ 0.4		4,453		6		0.1		14,960		▲ 94		▲ 0.6		3,878		0		0.0		304		▲ 1		▲ 0.3										23595		23684		4453		4447		14960		15054		3878		3878		304		305

						群馬県		24,205		▲ 180		▲ 0.7		3,907		▲ 15		▲ 0.4		14,794		▲ 177		▲ 1.2		3,928		0		0.0		1,576		12		0.8										24205		24385		3907		3922		14794		14971		3928		3928		1576		1564

						埼玉県 サイタマケン		59,710		349		0.6		6,866		44		0.6		37,012		229		0.6		12,878		50		0.4		2,954		26		0.9										59710		59361		6866		6822		37012		36783		12878		12828		2954		2928

						千葉県 チバケン		58,249		▲ 214		▲ 0.4		7,223		164		2.3		34,875		▲ 65		▲ 0.2		12,649		▲ 375		▲ 2.9		3,502		62		1.8										58249		58463		7223		7059		34875		34940		12649		13024		3502		3440

						東京都 トウキョウト		174,209		1,896		1.1		19,892		471		2.4		66,619		1,034		1.6		48,056		245		0.5		20,775		▲ 64		▲ 0.3										174209		172313		19892		19421		66619		65585		48056		47811		20775		20839

						神奈川県 カナガワケン		53,680		3,025		6.0		7,483		214		2.9		27,833		2,714		10.8		17,319		99		0.6		1,045		▲ 2		▲ 0.2										53680		50655		7483		7269		27833		25119		17319		17220		1045		1047

						新潟県 ニイガタケン		29,150		▲ 162		▲ 0.6		5,684		▲ 6		▲ 0.1		14,854		▲ 63		▲ 0.4		4,769		▲ 6		▲ 0.1		3,843		▲ 87		▲ 2.2										29150		29312		5684		5690		14854		14917		4769		4775		3843		3930

						富山県 トヤマケン		15,220		▲ 110		▲ 0.7		3,177		▲ 13		▲ 0.4		8,591		▲ 81		▲ 0.9		2,276		▲ 22		▲ 1.0		1,176		6		0.5										15220		15330		3177		3190		8591		8672		2276		2298		1176		1170

						石川県 イシカワケン		15,947		187		1.2		3,293		▲ 11		▲ 0.3		9,078		189		2.1		2,338		5		0.2		1,238		4		0.3										15947		15760		3293		3304		9078		8889		2338		2333		1238		1234

						福井県 フクイケン		13,423		▲ 148		▲ 1.1		2,792		9		0.3		7,454		▲ 151		▲ 2.0		2,073		▲ 1		▲ 0.0		1,104		▲ 5		▲ 0.5										13423		13571		2792		2783		7454		7605		2073		2074		1104		1109

						山梨県 ヤマナシケン		12,863		▲ 96		▲ 0.7		3,020		▲ 9		▲ 0.3		7,759		▲ 79		▲ 1.0		1,969		▲ 7		▲ 0.4		115		▲ 1		▲ 0.9										12863		12959		3020		3029		7759		7838		1969		1976		115		116

						長野県 ナガノケン		26,283		▲ 56		▲ 0.2		5,060		▲ 25		▲ 0.5		17,095		▲ 45		▲ 0.3		3,947		10		0.3		181		4		2.3										26283		26339		5060		5085		17095		17140		3947		3937		181		177

						岐阜県 ギフケン		24,329		▲ 22		▲ 0.1		4,311		65		1.5		15,975		▲ 80		▲ 0.5		3,967		▲ 9		▲ 0.2		76		2		2.7										24329		24351		4311		4246		15975		16055		3967		3976		76		74

						静岡県 シズオカケン		32,540		10		0.0		5,671		50		0.9		18,518		▲ 34		▲ 0.2		7,029		▲ 10		▲ 0.1		1,322		4		0.3										32540		32530		5671		5621		18518		18552		7029		7039		1322		1318

						愛知県 アイチケン		62,422		▲ 85		▲ 0.1		8,506		95		1.1		36,976		▲ 60		▲ 0.2		14,611		▲ 5		▲ 0.0		2,329		▲ 115		▲ 4.7										62422		62507		8506		8411		36976		37036		14611		14616		2329		2444

						三重県 ミエケン		22,067		▲ 279		▲ 1.2		4,415		▲ 9		▲ 0.2		13,718		▲ 286		▲ 2.0		3,468		18		0.5		466		▲ 2		▲ 0.4										22067		22346		4415		4424		13718		14004		3468		3450		466		468

						滋賀県 シガケン		18,650		72		0.4		3,099		35		1.1		11,638		4		0.0		2,623		▲ 6		▲ 0.2		1,290		39		3.1										18650		18578		3099		3064		11638		11634		2623		2629		1290		1251

						京都府 キョウトフ		22,672		259		1.2		4,119		▲ 85		▲ 2.0		11,084		340		3.2		7,158		▲ 5		▲ 0.1		311		9		3.0										22672		22413		4119		4204		11084		10744		7158		7163		311		302

						大阪府 オオサカフ		68,921		▲ 178		▲ 0.3		7,515		59		0.8		37,447		▲ 254		▲ 0.7		23,588		40		0.2		371		▲ 23		▲ 5.8										68921		69099		7515		7456		37447		37701		23588		23548		371		394

						兵庫県 ヒョウゴケン		53,668		▲ 236		▲ 0.4		5,853		▲ 15		▲ 0.3		28,850		▲ 303		▲ 1.0		12,483		▲ 16		▲ 0.1		6,482		98		1.5										53668		53904		5853		5868		28850		29153		12483		12499		6482		6384

						奈良県 ナラケン		15,098		▲ 107		▲ 0.7		3,119		47		1.5		9,015		▲ 137		▲ 1.5		2,799		▲ 15		▲ 0.5		165		▲ 2		▲ 1.2										15098		15205		3119		3072		9015		9152		2799		2814		165		167

						和歌山県 ワカヤマケン		14,929		12		0.1		3,521		▲ 5		▲ 0.1		8,662		18		0.2		2,527		▲ 3		▲ 0.1		219		2		0.9										14929		14917		3521		3526		8662		8644		2527		2530		219		217

						鳥取県 トットリケン		11,457		30		0.3		2,953		39		1.3		5,745		▲ 41		▲ 0.7		1,459		▲ 3		▲ 0.2		1,300		35		2.8										11457		11427		2953		2914		5745		5786		1459		1462		1300		1265

						島根県 シマネケン		13,857		56		0.4		3,288		20		0.6		7,451		▲ 19		▲ 0.3		1,835		4		0.2		1,283		51		4.1										13857		13801		3288		3268		7451		7470		1835		1831		1283		1232

						岡山県 オカヤマケン		20,063		72		0.4		3,827		65		1.7		12,055		28		0.2		4,047		▲ 18		▲ 0.4		134		▲ 3		▲ 2.2										20063		19991		3827		3762		12055		12027		4047		4065		134		137

						広島県 ヒロシマケン		25,571		37		0.1		4,385		80		1.9		13,970		▲ 37		▲ 0.3		5,737		▲ 5		▲ 0.1		1,479		▲ 1		▲ 0.1										25571		25534		4385		4305		13970		14007		5737		5742		1479		1480

						山口県 ヤマグチケン		18,624		▲ 171		▲ 0.9		3,526		▲ 52		▲ 1.5		11,386		▲ 108		▲ 0.9		3,561		▲ 12		▲ 0.3		151		1		0.7										18624		18795		3526		3578		11386		11494		3561		3573		151		150

						徳島県 トクシマケン		13,021		▲ 65		▲ 0.5		3,082		▲ 7		▲ 0.2		6,925		▲ 83		▲ 1.2		1,863		11		0.6		1,151		14		1.2										13021		13086		3082		3089		6925		7008		1863		1852		1151		1137

						香川県 カガワケン		14,405		73		0.5		2,792		4		0.1		8,107		30		0.4		2,163		11		0.5		1,343		28		2.1										14405		14332		2792		2788		8107		8077		2163		2152		1343		1315

						愛媛県 エヒメケン		20,391		▲ 73		▲ 0.4		3,744		5		0.1		11,716		▲ 92		▲ 0.8		2,854		14		0.5		2,077		0		0.0										20391		20464		3744		3739		11716		11808		2854		2840		2077		2077

						高知県 コウチケン		13,488		▲ 19		▲ 0.1		3,436		0		0.0		7,277		▲ 22		▲ 0.3		1,925		7		0.4		850		▲ 4		▲ 0.5										13488		13507		3436		3436		7277		7299		1925		1918		850		854

						福岡県 フクオカケン		41,073		674		1.7		7,579		▲ 22		▲ 0.3		21,202		412		2.0		12,170		289		2.4		122		▲ 5		▲ 3.9										41073		40399		7579		7601		21202		20790		12170		11881		122		127

						佐賀県 サガケン		13,140		73		0.6		3,001		17		0.6		8,106		57		0.7		2,009		▲ 1		▲ 0.0		24		0		0.0										13140		13067		3001		2984		8106		8049		2009		2010		24		24

						長崎県 ナガサキケン		20,192		▲ 45		▲ 0.2		4,052		▲ 26		▲ 0.6		12,210		▲ 18		▲ 0.1		3,557		9		0.3		373		▲ 10		▲ 2.6										20192		20237		4052		4078		12210		12228		3557		3548		373		383

						熊本県 クマモトケン		18,642		▲ 12		▲ 0.1		4,265		19		0.4		10,698		▲ 18		▲ 0.2		3,498		▲ 11		▲ 0.3		181		▲ 2		▲ 1.1										18642		18654		4265		4246		10698		10716		3498		3509		181		183

						大分県 オオイタケン		16,812		▲ 37		▲ 0.2		3,785		▲ 42		▲ 1.1		9,831		▲ 23		▲ 0.2		2,418		18		0.8		778		10		1.3										16812		16849		3785		3827		9831		9854		2418		2400		778		768

						宮崎県 ミヤザキケン		17,295		73		0.4		3,753		▲ 9		▲ 0.2		9,523		50		0.5		2,325		▲ 8		▲ 0.3		1,694		40		2.4										17295		17222		3753		3762		9523		9473		2325		2333		1694		1654

						鹿児島県 カゴシマケン		24,694		0		0.0		5,026		▲ 4		▲ 0.1		15,152		▲ 12		▲ 0.1		3,490		1		0.0		1,026		15		1.5										24694		24694		5026		5030		15152		15164		3490		3489		1026		1011

						沖縄県 オキナワケン		24,511		166		0.7		3,922		11		0.3		14,366		114		0.8		3,077		7		0.2		3,146		34		1.1										24511		24345		3922		3911		14366		14252		3077		3070		3146		3112

						合計 ゴウケイ		1,390,987		4,686		0.3		233,319		1,185		0.5		769,010		2,797		0.4		289,849		233		0.1		79,942		261		0.3										1390987		1386301		233319		232134		769010		766213		289849		289616		79942		79681



						注）　東京都職員数の総数には消防部門職員(18,867人（対前年＋6））が含まれる。
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政令市部門別増減状況（公表資料10P)



						指定都市職員数の増減状況 シテイ トシ ショクインスウ スウ ゾウゲン ジョウキョウ																																								入力欄 ニュウリョクラン

																																		（単位：人、％） タンイ ニン

						都道府県 トドウフケン		総数 ソウスウ						一般行政部門 イッパン ギョウセイ ブモン						教育部門 キョウイク ブモン						消防部門 ショウボウ ブモン ケイブ						公営企業等会計部門 コウエイ キギョウ トウ カイケイ ブモン														総数 ソウスウ				一般行政 イッパン ギョウセイ				教育 キョウイク				消防 ショウボウ				公営企業 コウエイ キギョウ

								H31		対前年 タイ ゼンネン				H31		対前年 タイ ゼンネン				H31		対前年 タイ ゼンネン				H31		対前年 タイ ゼンネン				H31		対前年 タイ ゼンネン

								職員数 ショクインスウ		増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ		職員数 ショクインスウ		増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ		職員数 ショクインスウ		増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ		職員数 ショクインスウ		増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ		職員数 ショクインスウ		増減数 ゾウゲン スウ		増減率 ゾウゲンリツ										H31		H30		H31		H30		H31		H30		H31		H30		H31		H30

						札幌市 サッポロシ		22,483		▲ 67		▲ 0.3		7,352		23		0.3		9,856		▲ 55		▲ 0.6		1,808		▲ 12		▲ 0.7		3,467		▲ 23		▲ 0.7										22483		22550		7352		7329		9856		9911		1808		1820		3467		3490

						仙台市 センダイシ		14,465		271		1.9		4,515		107		2.4		5,996		168		2.9		1,111		3		0.3		2,843		▲ 7		▲ 0.2										14465		14194		4515		4408		5996		5828		1111		1108		2843		2850

						さいたま市 シ		14,367		400		2.9		5,233		83		1.6		6,135		301		5.2		1,326		5		0.4		1,673		11		0.7										14367		13967		5233		5150		6135		5834		1326		1321		1673		1662

						千葉市 チバシ		11,560		▲ 9		▲ 0.1		4,140		16		0.4		4,982		▲ 8		▲ 0.2		939		▲ 12		▲ 1.3		1,499		▲ 5		▲ 0.3										11560		11569		4140		4124		4982		4990		939		951		1499		1504

						横浜市 ヨコハマシ		43,793		113		0.3		14,972		145		1.0		17,619		▲ 51		▲ 0.3		3,580		1		0.0		7,622		18		0.2										43793		43680		14972		14827		17619		17670		3580		3579		7622		7604

						川崎市 カワサキシ		18,850		4		0.0		6,874		▲ 63		▲ 0.9		7,225		87		1.2		1,439		1		0.1		3,312		▲ 21		▲ 0.6										18850		18846		6874		6937		7225		7138		1439		1438		3312		3333

						相模原市 サガミハラ シ		7,604		▲ 6		▲ 0.1		3,218		20		0.6		3,417		▲ 44		▲ 1.3		748		15		2.0		221		3		1.4										7604		7610		3218		3198		3417		3461		748		733		221		218

						新潟市 ニイガタシ		11,236		▲ 91		▲ 0.8		3,705		▲ 71		▲ 1.9		4,770		▲ 14		▲ 0.3		911		▲ 2		▲ 0.2		1,850		▲ 4		▲ 0.2										11236		11327		3705		3776		4770		4784		911		913		1850		1854

						静岡市 シズオカシ		8,771		▲ 11		▲ 0.1		3,270		▲ 6		▲ 0.2		3,322		▲ 8		▲ 0.2		1,034		▲ 4		▲ 0.4		1,145		7		0.6										8771		8782		3270		3276		3322		3330		1034		1038		1145		1138

						浜松市 ハママツシ		8,826		▲ 55		▲ 0.6		3,020		▲ 46		▲ 1.5		4,431		▲ 6		▲ 0.1		891		3		0.3		484		▲ 6		▲ 1.2										8826		8881		3020		3066		4431		4437		891		888		484		490

						名古屋市 ナゴヤ シ		35,077		102		0.3		11,411		▲ 7		▲ 0.1		12,654		142		1.1		2,345		▲ 34		▲ 1.4		8,667		1		0.0										35077		34975		11411		11418		12654		12512		2345		2379		8667		8666

						京都市 キョウトシ		19,487		▲ 110		▲ 0.6		7,333		▲ 15		▲ 0.2		7,419		▲ 87		▲ 1.2		1,798		▲ 9		▲ 0.5		2,937		1		0.0										19487		19597		7333		7348		7419		7506		1798		1807		2937		2936

						大阪市 オオサカシ		34,591		▲ 42		▲ 0.1		14,632		▲ 132		▲ 0.9		13,855		156		1.1		3,497		▲ 15		▲ 0.4		2,607		▲ 51		▲ 1.9										34591		34633		14632		14764		13855		13699		3497		3512		2607		2658

						堺市 サカイシ		9,365		44		0.5		3,401		11		0.3		4,441		27		0.6		915		5		0.5		608		1		0.2										9365		9321		3401		3390		4441		4414		915		910		608		607

						神戸市 コウベシ		21,185		▲ 56		▲ 0.3		7,893		▲ 21		▲ 0.3		8,762		▲ 33		▲ 0.4		1,485		23		1.6		3,045		▲ 25		▲ 0.8										21185		21241		7893		7914		8762		8795		1485		1462		3045		3070

						岡山市 オカヤマ シ		8,468		39		0.5		3,271		▲ 10		▲ 0.3		3,863		33		0.9		746		18		2.5		588		▲ 2		▲ 0.3										8468		8429		3271		3281		3863		3830		746		728		588		590

						広島市 ヒロシマシ		14,591		60		0.4		5,610		42		0.8		6,309		11		0.2		1,339		9		0.7		1,333		▲ 2		▲ 0.1										14591		14531		5610		5568		6309		6298		1339		1330		1333		1335

						北九州市 キタキュウシュウシ		11,800		▲ 923		▲ 7.3		4,666		78		1.7		5,263		123		2.4		1,006		6		0.6		865		▲ 1,130		▲ 56.6										11800		12723		4666		4588		5263		5140		1006		1000		865		1995

						福岡市 フクオカシ		16,473		▲ 96		▲ 0.6		5,597		▲ 10		▲ 0.2		8,046		▲ 64		▲ 0.8		1,100		3		0.3		1,730		▲ 25		▲ 1.4										16473		16569		5597		5607		8046		8110		1100		1097		1730		1755

						熊本市		9,764		51		0.5		3,695		14		0.4		4,117		42		1.0		803		6		0.8		1,149		▲ 11		▲ 0.9										9764		9713		3695		3681		4117		4075		803		797		1149		1160

						合計 ゴウケイ		342,756		▲ 382		▲ 0.1		123,808		158		0.1		142,482		720		0.5		28,821		10		0.0		47,645		▲ 1,270		▲ 2.6										342756		343138		123808		123650		142482		141762		28821		28811		47645		48915











&"-,太字"&16都道府県職員数の増減状況&14







3,282

3,042

2,814
2,744

2,738

2,737

2,743

2,737

2,741

2,640
2,700
2,760
2,820
2,880
2,940
3,000
3,060
3,120
3,180
3,240
3,300

6 11 16 21 26 31

１ 地方公共団体の総職員数の推移

○ 総職員数は、対前年比で３，７９３人増加し、２７４万６５３人。

平成６年をピークとして平成７年から減少していたが、平成２８年以降は

ほぼ横ばいで推移。

○総職員数は、対平成６年比で約５４万人の減少（▲１７％）。

1

地方公共団体の職員数の推移（各年４月１日現在）

地方公共団体の総職員数の推移（平成６年～平成３１年）千人

年

注） 平成13年の減少数については、調査区分の変更により、一般行政部門から公営企業等会計部門に23,147人が移動して
いるためであり、その影響分を除いた場合の一般行政部門の増減数は、▲14,799人（▲1.3％）となる。

（単位：人、％）

対前年 対前年 対前年 対前年

増減数 増減率 増減数 増減率

6 3,282,492 11,693 0.4 1,174,514 7,172 0.6

7 3,278,332 ▲ 4,160 ▲ 0.1 1,174,838 324 0.0

8 3,274,481 ▲ 3,851 ▲ 0.1 1,174,547 ▲ 291 ▲ 0.0

9 3,267,118 ▲ 7,363 ▲ 0.2 1,171,694 ▲ 2,853 ▲ 0.2

10 3,249,494 ▲ 17,624 ▲ 0.5 1,165,968 ▲ 5,726 ▲ 0.5

11 3,232,158 ▲ 17,336 ▲ 0.5 1,161,430 ▲ 4,538 ▲ 0.4

12 3,204,297 ▲ 27,861 ▲ 0.9 1,151,533 ▲ 9,897 ▲ 0.9

13 3,171,532 ▲ 32,765 ▲ 1.0 1,113,587 ▲ 37,946 ▲ 3.3

14 3,144,323 ▲ 27,209 ▲ 0.9 1,100,039 ▲ 13,548 ▲ 1.2

15 3,117,004 ▲ 27,319 ▲ 0.9 1,085,585 ▲ 14,454 ▲ 1.3

16 3,083,597 ▲ 33,407 ▲ 1.1 1,069,151 ▲ 16,434 ▲ 1.5

17 3,042,122 ▲ 41,475 ▲ 1.3 1,048,860 ▲ 20,291 ▲ 1.9

18 2,998,402 ▲ 43,720 ▲ 1.4 1,027,128 ▲ 21,732 ▲ 2.1

19 2,951,296 ▲ 47,106 ▲ 1.6 1,003,432 ▲ 23,696 ▲ 2.3

20 2,899,378 ▲ 51,918 ▲ 1.8 976,014 ▲ 27,418 ▲ 2.7

21 2,855,106 ▲ 44,272 ▲ 1.5 954,775 ▲ 21,239 ▲ 2.2

22 2,813,875 ▲ 41,231 ▲ 1.4 936,951 ▲ 17,824 ▲ 1.9

23 2,788,989 ▲ 24,886 ▲ 0.9 926,249 ▲ 10,702 ▲ 1.1

24 2,768,913 ▲ 20,076 ▲ 0.7 915,869 ▲ 10,380 ▲ 1.1

25 2,752,484 ▲ 16,429 ▲ 0.6 909,340 ▲ 6,529 ▲ 0.7

26 2,743,654 ▲ 8,830 ▲ 0.3 908,570 ▲ 770 ▲ 0.1

27 2,738,337 ▲ 5,317 ▲ 0.2 909,362 792 0.1

28 2,737,263 ▲ 1,074 ▲ 0.0 910,880 1,518 0.2

29 2,742,596 5,333 0.2 915,727 4,847 0.5

30 2,736,860 ▲ 5,736 ▲ 0.2 919,097 3,370 0.4

31 2,740,653 3,793 0.1 922,764 3,667 0.4

31-6 － ▲ 541,839 ▲ 16.5 － ▲ 251,750 ▲ 21.4

年

総数 一般行政部門

職員数 職員数

注）



２ 地方公共団体の部門別職員数の状況

○ 行政分野別に見ると、国が定員に関する基準を幅広く定めている教育部門、
警察部門、消防部門、福祉関係が約２／３を占めている。

[部門別の特色]
○福祉関係を除く一般行政(議会、総務・企画、税務、労働、農林水産、商工、土木)

国の法令等による職員の配置基準が少なく、地方公共団体が主体的に職員配置を決める余地
が比較的大きい部門である。

○福祉関係(民生、衛生)
国の法令等による職員の配置基準が定められている場合が多く、また、職員配置が直接住民
サービスに影響を及ぼす部門である。

○教育部門、警察部門、消防部門
国の法令等に基づく配置基準等により、地方公共団体が主体的に職員配置の見直しを行う
ことが困難な部門である。

○公営企業等会計部門(病院、水道、交通、下水道、その他)
独立採算を基調として、企業経営の観点から定員管理が行われている部門である。

2

部門別職員数（平成３１年４月１日現在）

※国が定員に関する基準を幅広く定めている部門

一般行政
922,764人
（33.7%）

教育、警察、消防、福祉※
1,835,547人

(67.0%)



○ 一般行政部門は、防災や地方創生、子育て支援への対応などにより増加。
（一般行政部門：対前年 ＋３，６６７人、＋０．４％）

○ 教育部門は、特別支援学校及び学級の体制強化による増員のほか、
任用の適正化に伴い新たに調査対象となる職員があったこと等により
増加。
（教育部門：対前年 ＋２，０５２人、＋０．２％）

○ 警察部門及び消防部門は、組織基盤の充実・強化のため増加。
（警察部門：対前年 ＋２３３人、＋０．１％）
（消防部門：対前年 ＋４６５人、＋０．３％）

○ 公営企業等会計部門は、病院事業の地方独立行政法人化などにより減少。
（公営企業等会計部門：対前年 ▲２，６２４人、▲０．７％）

3

＜部門別対前年比較における主な増減理由＞

（１） 部門別職員数の対前年比増減要因等について

（単位：人、％）

増減数 増減率

922,764 919,097 3,667 0.4

福祉関係を除く
一般行政

554,104 551,714 2,390 0.4
・防災、地方創生等の体制充実による増
・組織の見直し、事務・事業の統廃合、民間委託等による減

福祉関係 368,660 367,383 1,277 0.3
・子育て支援、生活保護関連業務に係る体制充実による増
・保育所等福祉施設の民間移譲・民間委託等による減

1,014,962 1,012,910 2,052 0.2
・特別支援学校・学級関連業務の体制強化による増
・児童・生徒数の減少に伴う学校統廃合や学級数減による減
・臨時・非常勤職員の任用の適正化に伴い、新たに調査対象に含まれたことによる増

289,849 289,616 233 0.1 ・組織基盤の充実・強化による増

162,076 161,611 465 0.3 ・組織基盤の充実・強化による増

351,002 353,626 ▲ 2,624 ▲ 0.7
・病院事業の地方独立行政法人化による減
・水道・交通事業の民間委託等による減

2,740,653 2,736,860 3,793 0.1

主な増減理由

合計
①～⑤

部門 H31 H30
対前年

教育部門
②

一般行政部門
①

警察部門
③

消防部門
④

公営企業等
会計部門

⑤



＜平成６年からの部門別職員数の推移（平成６年を１００とした場合の指数）＞

年

※平成13年に生じている一般行政部門と公営企業等会計部門の変動は、調査区分の変更によるもの。

（２） 部門別職員数の対平成６年比増減要因等について

○ 一般行政部門は、地方公共団体の行政改革の取組や、平成１７年から
２２年までの集中改革プランによる定員純減の取組により▲２１％と減少
している中、防災は約３．２倍、児童相談所等は約２．０倍、福祉事務所は
約１．６倍に増加。
（一般行政部門：対平成６年 ▲２５１，７５０人、▲２１．４％）

○ 教育部門は、児童・生徒数の減少により▲２１％と減少している中、
特別支援学校は約１．３倍に増加。
（教育部門：対平成６年 ▲２６６，０３９人、▲２０．８％）

○ 警察部門及び消防部門は、組織基盤の充実・強化のため、平成６年以降も
増加傾向。
（警察部門：対平成６年 ＋３５，８５５人、＋１４．１％）
（消防部門：対平成６年 ＋１６，５４１人、＋１１．４％）

＜部門別対平成６年増減数、増減率＞

4

特別支援学校（１３４．１）
義 務 教 育 （ ８０．８）
給食センター（ ２７．０）

防 災 （３１６．８）
児童相談所等（２０４．７）
福祉事務所 （１６３．３）
企画開発 （ ８６．３）
総務一般 （ ８４．５）
清 掃 （ ４９．２）

（単位：人、％）

部　門 平成６年 平成３１年 増減数 増減率

一般行政部門 1,174,514 922,764 ▲ 251,750 ▲ 21.4

教育部門 1,281,001 1,014,962 ▲ 266,039 ▲ 20.8

警察部門 253,994 289,849 35,855 14.1

消防部門 145,535 162,076 16,541 11.4

公営企業等会計部門 427,448 351,002 ▲ 76,446 ▲ 17.9

合　計 3,282,492 2,740,653 ▲ 541,839 ▲ 16.5



３ 地方公共団体の団体区分別職員数の状況

団体区分別職員数の構成（平成３１年４月１日現在）

団体区分別職員数の推移（各年４月１日現在）

5

○ 都道府県の総職員数は、１３９万９８７人（５０．８％） であり、前年
と比べて増加。

○ 市町村等の総職員数は、１３４万９，６６６人（４９．２％）であり、
病院事業の地方独立行政法人化などにより前年と比べて減少。

（単位：人、％）

増減数 増減率

1,390,987 1,386,505 4,482 0.3

1,349,666 1,350,355 ▲ 689 ▲ 0.1

指定都市 342,756 343,138 ▲ 382 ▲ 0.1

その他市町村等 1,006,910 1,007,217 ▲ 307 ▲ 0.0

2,740,653 2,736,860 3,793 0.1

対前年

都道府県

市町村等

合  計

団体区分 H31 H30



団体区分別・部門別の職員数

① 都道府県

6

参考

一般行政
233,319人
（16.8%）

教育、警察、消防、福祉

1,135,281人

（81.6%）

教育、消防、福祉

700,266人

（51.9%）

一般行政
689,445人

（51.1%）

② 市町村等



注） 平成29年は、県費負担教職員に関する権限が都道府県から指定都市に移譲されたことに伴い、従来、都道府県で計上
していた教職員が指定都市に移動（112,557人）している。

7

参考

職員数の推移
(単位:人、％)

6 3,282,492 11,693 0.4 1,734,665 ▲ 4,549 ▲ 0.3 1,547,827 16,242 1.1

7 3,278,332 ▲ 4,160 ▲ 0.1 1,726,263 ▲ 8,402 ▲ 0.5 1,552,069 4,242 0.3

8 3,274,481 ▲ 3,851 ▲ 0.1 1,719,900 ▲ 6,363 ▲ 0.4 1,554,581 2,512 0.2

9 3,267,118 ▲ 7,363 ▲ 0.2 1,713,593 ▲ 6,307 ▲ 0.4 1,553,525 ▲ 1,056 ▲ 0.1

10 3,249,494 ▲ 17,624 ▲ 0.5 1,703,562 ▲ 10,031 ▲ 0.6 1,545,932 ▲ 7,593 ▲ 0.5

11 3,232,158 ▲ 17,336 ▲ 0.5 1,691,853 ▲ 11,709 ▲ 0.7 1,540,305 ▲ 5,627 ▲ 0.4

12 3,204,297 ▲ 27,861 ▲ 0.9 1,666,944 ▲ 24,909 ▲ 1.5 1,537,353 ▲ 2,952 ▲ 0.2

13 3,171,532 ▲ 32,765 ▲ 1.0 1,648,467 ▲ 18,477 ▲ 1.1 1,523,065 ▲ 14,288 ▲ 0.9

14 3,144,323 ▲ 27,209 ▲ 0.9 1,638,341 ▲ 10,126 ▲ 0.6 1,505,982 ▲ 17,083 ▲ 1.1

15 3,117,004 ▲ 27,319 ▲ 0.9 1,630,316 ▲ 8,025 ▲ 0.5 1,486,688 ▲ 19,294 ▲ 1.3

16 3,083,597 ▲ 33,407 ▲ 1.1 1,620,922 ▲ 9,394 ▲ 0.6 1,462,675 ▲ 24,013 ▲ 1.6

17 3,042,122 ▲ 41,475 ▲ 1.3 1,609,628 ▲ 11,294 ▲ 0.7 1,432,494 ▲ 30,181 ▲ 2.1

18 2,998,402 ▲ 43,720 ▲ 1.4 1,596,305 ▲ 13,323 ▲ 0.8 1,402,097 ▲ 30,397 ▲ 2.1

19 2,951,296 ▲ 47,106 ▲ 1.6 1,579,778 ▲ 16,527 ▲ 1.0 1,371,518 ▲ 30,579 ▲ 2.2

20 2,899,378 ▲ 51,918 ▲ 1.8 1,560,755 ▲ 19,023 ▲ 1.2 1,338,623 ▲ 32,895 ▲ 2.4

21 2,855,106 ▲ 44,272 ▲ 1.5 1,542,705 ▲ 18,050 ▲ 1.2 1,312,401 ▲ 26,222 ▲ 2.0

22 2,813,875 ▲ 41,231 ▲ 1.4 1,525,104 ▲ 17,601 ▲ 1.1 1,288,771 ▲ 23,630 ▲ 1.8

23 2,788,989 ▲ 24,886 ▲ 0.9 1,515,844 ▲ 9,260 ▲ 0.6 1,273,145 ▲ 15,626 ▲ 1.2

24 2,768,913 ▲ 20,076 ▲ 0.7 1,510,179 ▲ 5,665 ▲ 0.4 1,258,734 ▲ 14,411 ▲ 1.1

25 2,752,484 ▲ 16,429 ▲ 0.6 1,502,735 ▲ 7,444 ▲ 0.5 1,249,749 ▲ 8,985 ▲ 0.7

26 2,743,654 ▲ 8,830 ▲ 0.3 1,500,524 ▲ 2,211 ▲ 0.1 1,243,130 ▲ 6,619 ▲ 0.5

27 2,738,337 ▲ 5,317 ▲ 0.2 1,500,067 ▲ 457 ▲ 0.0 1,238,270 ▲ 4,860 ▲ 0.4

28 2,737,263 ▲ 1,074 ▲ 0.0 1,500,778 711 0.0 1,236,485 ▲ 1,785 ▲ 0.1

29 2,742,596 5,333 0.2 1,387,703 ▲ 113,075 ▲ 7.5 1,354,893 118,408 9.6

30 2,736,860 ▲ 5,736 ▲ 0.2 1,386,505 ▲ 1,198 ▲ 0.1 1,350,355 ▲ 4,538 ▲ 0.3

31 2,740,653 3,793 0.1 1,390,987 4,482 0.3 1,349,666 ▲ 689 ▲ 0.1

31-6 - ▲ 541,839 ▲ 16.5 - ▲ 343,678 ▲ 19.8 - ▲ 198,161 ▲ 12.8

対前年
増減率

職員数
対前年
増減数

対前年
増減率

年
全団体 都道府県 市町村等

職員数
対前年
増減数

対前年
増減率

職員数
対前年
増減数



地方公共団体の総職員数の推移（昭和40年～平成31年）

（千人）

（年）

一 般 行 政 ( 福 祉 関 係 を 除 く )

※ 出典：昭和40～49年は地方公務員給与実態調査、昭和50年以降は地方公共団体定員管理調査
による（各年４月１日現在）。

昭和
平成

福 祉 関 係

警 察 ・ 消 防

教 育

公 営 企 業 等

2,940
(昭和50年)

3,282
(平成6年)

2,741
(平成31年)

2,233
(昭和40年)

<平成17年～平成22年>
集中改革プランによる取組
により▲7.5％削減

<昭和40～昭和50年>
・教育部門：45人学級の実施等
に伴う教職員の増
・警察・消防：体制強化に伴う増
・人口増加 等

<昭和50～昭和58年>
・教育部門：40人学級の実
施等に伴う教職員の増
・民生部門：デイサービス事
業の開始（S54）に伴う増等

<昭和63年～平成6年>
・民生部門：ゴールドプランの推進に伴う老人
保健施設の増等
・病院部門：病床数、患者数の増
・土木部門：普通建設事業費の増加に伴う増等

参考
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群馬県最北端に位置し、県内最大の面積を
有するするみなかみ町は、平成17年10月1日、
月夜野町、水上町、新治村の２町１村が合併し
て誕生。
谷川連峰を県境として新潟県と接しています。
2,000ｍ級の山々に囲まれた町の中央を利根
川の清流が流れ、その周辺には18の温泉地
が点在し群馬県を代表する温泉郷です。
近年では、利根川の流れにゴムボートで挑
むラフティングが、国内有数のスポットとして多
くの若者に人気です。

■面 積 781.08㎢（市区町村 76位）
（全国の町 16位）

■人 口 計 18,908人（H31年４月1日現在）
男 9,147人
女 9,761人

■世帯数 8,028世帯(住民基本台帳に基づく数値)

Photo:上牧温泉上空からの谷川岳



水源のまち みなかみ

利根川の水源地

みなかみ町は流域面積日本一の
「坂東太郎（利根川）」の発端の
地として、首都圏約３千万人の生
活を支える重要な役割を担ってい
ます。
利根川の流れからは、水力発電

や水道用水、工業用水、農業用水
など様々に利用されており、その
安定供給の調整を果たしているの
が、町内にある５つのダムです。

■関東一のダム群
・矢木沢ダム（奥利根湖）
・奈良俣ダム（ならまた湖）
・須田貝ダム（洞元湖）
・藤原ダム（藤原湖）
・相俣ダム（赤谷湖）

■水力発電所（認可出力 152万kw）
・矢木沢発電所
・奈良俣発電所
・藤原発電所
・相俣、第二発電所
・玉原発電所
・須田貝発電所

Photo:奥利根湖全景



自然と人々の暮らしが共生する営みが
世界に認められユネスコエコパークに登録

H29(2017).6月

国内のユネスコエコパーク（BR)

１９８０年 「志賀高原」「白山」「大台ヶ原・大峯山・大杉谷」「屋久島・口永良部島」

２０１２年 「綾」
２０１４年 「只見」「南アルプス」
２０１７年 「祖母・傾・大崩」「みなかみ」
２０１９年 New！「甲武信」

ＢＲ（Biosphere Reserves）
生物圏保存地域

自然
人々の
くらし

どちらも守る
Photo:利根川の最初の一滴を生む大水上山

人と自然がともに持続的に生きていく社会の

世界的なモデル地域であると

ユネスコが認めるエリアのこと



水と森林と人を育む
みなかみプロジェクト2030

２０３０アジェンダとＳＤＧｓ
「２０３０アジェンダ」
先進国と開発途上国が共に取り組むべき国際社会全体の普遍的な目標として２０１５年９月に

国連で採択された持続可能な開発のためのアジェンダ。

「ＳＤＧｓ」
２０３０アジェンダの中に掲げられた持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）として１７のゴール

（目標）と１６９のターゲッ ト。

ＭＡＢ計画及びリマ行動計画において、
ユネスコエコパークで開発した持続可能な開発モデルの世界的な普及によって

２０３０アジェンダの実施に貢献するとしている。



2019年度自治体ＳＤＧｓモデル事業提案概要（提案様式２） 

事業名：自伐型林業の推進と森林資源の活用による環境保全みなかみＢＲモデル構築事業 提案者名：群馬県みなかみ町 

取組内容の概要 

 

 

 

 

 

 

●自伐型林業による担い手の育成 

●木材ステーションの設置と販路開拓による流通の促進 

●ポイント制度による経済の地域内循環の促進 

●新たな担い手による森林・里山整備の促進 

●薪ボイラー・薪ストーブの導入促進 

森林資源を活用した稼ぐ力の強化と循環経済の確立 

経済 

環境 

社会 

自治体ＳＤＧｓ補助金 

三側面をつなぐ統合的取組 

森林資源の有効活用を促進する 

自伐型林業推進拠点・体制整備事業 

●「ユネスコスクール」によるＥＳＤの推進 

●暮らしに木を取り入れる「木育」の推進 

●サポーター制度による関係人口の増加 

地域に根差した特色ある教育の推進と関係人口の増加 

社会面の相乗効果① 
サポーターの訪問の促進 

経済面の相乗効果① 

地域コミュニティの強化 
雇用創出による定住促進 

 林業の六次産業化 

経済の地域内循環 

地域に根差した教育 

関係人口の増加 

森林・里山整備 

木質バイオマス利用 

環境面の相乗効果① 
地域内への経済の還流 

環境面の相乗効果② 
鳥獣害の軽減 
ＱＯＬの向上 

 
社会面の相乗効果② 

環境を保全する人材の育成 
 

経済面の相乗効果② 

森林・里山整備の促進 

森林・里山整備と木質バイオマス利用推進 

▲自伐型林業研修の様子 

▲町内で導入された薪ボイラー ▲自伐グループによる森林整備 

▲自伐グループによる環境教育 ▲町内産材で「木育」を推進 ▲木材ステーションのイメージ 



みなかみ町の産業①

就業者総数
(分類不能含む)

9,976人

第一次産業
(農業・林業など)

第二次産業
(建設業・製造業など)

第三次産業
(卸小売業・サービス業な

ど)

1,036人
（10.38％）

2,064人
（20.69％）

6,876人
（68.93％）

■産業別就業者数 (H27.10.1国勢調査)

平成30年
事業所数 従業員数 製造品出荷額

32 1,178人 645億9853万円

■工業の推移【製造品出荷額数】(工業統計調査)

平成28年度
事業所数 従業員数 年間商品販売額

226 1,310人 175億600万円

■商業の推移【卸売業,小売業】（経済センサス活動調査）

Photo:SLみなかみ

平成30年

水稲 麦類 そば 大豆 畜産 果樹

379ha
1,980t

3ha
10t

62ha
56t

14ha
22t

1936頭
83ha

■農業の推移【耕作面積と収穫高】（作物統計調査・農政課調べ）



みなかみ町の産業②

区分
ホテル
旅館

民宿
ペンション
ロッジ

計

軒数 74軒 62軒 29軒 170軒

収容能力 8,247人 1,641人 721人 11,968人

■観光客収容能力数（R1.5.1現在）

平成30年度

入 込 客 数
消 費 額

宿泊 日帰り 合計

1,127,102人 2,698,965人 3,826,067人 188億6,653万8千円

■観光客入込状況の推移(観光商工課調べ)

Photo:たくみの里



温泉（みなかみ１８湯）
【水上エリア】
うのせ温泉・水上温泉・谷川温泉・湯桧曽温泉
向山温泉・上の原温泉・湯ノ小屋温泉・宝川温泉

【新治エリア】
法師温泉・猿ヶ京温泉・赤岩温泉・湯宿温泉
奥平温泉・川古温泉

【月夜野エリア】
月夜野温泉・上牧温泉・奈女沢温泉・真澤温泉

【たくみの里】
陶芸の家やわら細工の家など、22もの工房が建
ち並び、伝統工芸を体験する事ができます。

[たくみの里ほか、道の駅２か所]

通年

みなかみ町の観光

【ラフティング・キャニオリング】
ゴールデンウィークから夏場にかけてが
最高のシーズン。
谷川岳の雪解け水による広大な自然を楽
しめるため、都心からの観光客人気です。

【パラグライダー】
穏やかな斜面を利用して空を飛ぶ感覚を
味わえる体験コースや、大空を飛べる
コースまでご自分にあったコースを体験
出来ます。

【ウィンタースポーツ】
都心からのアクセスが非常
に良いため、たっぷり滑る
時間がとれ、冬場には一番
の賑わいとなります。
[８ヶ所のスキー場]

春～初夏 夏 冬秋

【紅葉ドライブ】
水上温泉から、新治エリアへ抜ける県道270
号線は、紅葉シーズンのドライブが最高です。
ドライブ後は、新治エリアの果樹園でリンゴ
狩りが楽しめます。

ダム群
利根川水系最大級の矢木沢ダム
（奥利根湖）・奈良俣ダム（なら
また湖）・須田貝ダム（洞元
湖）・藤原ダム（藤原湖）・相俣
ダム（赤谷湖）



果物の生産がとて
も盛んな地域。

観光施設とのつながりも強
く、りんごやぶどう、桃や
ブルーベリーなど様々な果

物の収穫やジャムづ
くり体験が出来ます。

春の間、オフシーズンを利用しス
キー場には花の楽園がオープンしま
す。
１７種類・２０万株もの水仙が咲き
誇り、冬のスキー場とは一味違う景
色を楽しむ事が出来ます。

旧町村由来の町内各地で行われ
る夏祭り。昼は様々なイベ
ントが、夜には花火が打ち
上げられ、毎年多くの人々
が訪れます。
また、自然豊な催しも残

っており、ホタル観賞も人
気を博します。

季節に応じたイベント、
観光スポットを選べるみなかみ町

みなかみ町のシンボルである谷川岳。
冬場はとくに見頃を迎え、多くの登山
家達が訪れます。
ロープウェイやリフトも充実してい

るため初心者にもお勧めです。

秋 夏

春冬

みなかみ町の四季のイベント



みなかみ町の財政①

■平成31年度当初予算額 ■一般会計の歳入・歳出予算額

※四捨五入のため、合計と一致しない場合があります。

Photo:谷川岳一ノ倉沢

歳 入 予 算 額

町税 33億5,450万円

地方譲与税 1億9,106万円

利子割交付金 200万円

配当割交付金 700万円

株式等譲渡所得割交付金 300万円

地方消費税交付金 3億8,000万円

ゴルフ場利用税交付金 1,400万円

自動車取得税交付金 5,000万円

地方特例交付金 500万円

地方交付税 45億3,000万円

交通安全対策特別交付金 350万円

分担金及び負担金 1億1,723万円

使用料及び手数料 2億3,454万円

国庫支出金 7億875万円

県支出金 7億6,327万円

財産収入 1,473万円

寄附金 1億5,400万円

繰入金 15億4,979万円

繰越金 2億0万円

諸収入 1億479万円

町債 12億9,280万円

歳入合計 136億8,000万円

歳 出 予 算 額

議会費 1億4,764万円

総務費 21億3,610万円

民生費 26億5,632万円

衛生費 12億7,159万円

労働費 1,610万円

農林水産業費 6億4,539万円

商工費 5億1,287万円

土木費 16億9,507万円

消防費 5億8,864万円

教育費 17億1,697万円

災害復旧費 8万円

公債費 22億3,978万円

諸支出金 340万円

予備費 5,000万円

歳出合計 136億8,000万円

予 算 額

136億8,000万円

24億7,200万円

2億8,400万円

27億1,000万円

8億5,000万円

収益的収入 4億1,700万円

収益的支出 4億円

資本的収入 8,400万円

資本的支出 2億1,100万円

水道事業会計

項 目

一般会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

下水道事業特別会計

※四捨五入のため、合計と一致しない場合があります。



歳入

みなかみ町の財政②

県支出金
7.6億円
5.58％

使用料及び手数料

2.3億円
1.71％

地方譲与税
1.9億円
1.40％

分担金及び負担金

1.2億円
0.86％

その他（財産収入、
諸収入、繰越金)

3.2億円
2.34％

民生費
26.6億円
19.42％

公債費
22.4億円
16.37％

教育費
17.2億円
12.55％

総務費
21.4億円
15.61％

土木費
17.0億円
12.39％

農林水産業費
6.5億円
4.72％

消防費
5.9億円
4.30％

※各種交付金
・地方消費税交付金 ・自動車取得税交付金
・地方特例交付金 ・ゴルフ場利用税交付金
・交通安全対策特別交付金 ・利子割交付金
・株式等譲渡所得割交付金 ・配当割交付金

※その他
・労働費
・予備費
・諸支出金
・災害復旧費

Photo:赤谷湖

歳出
（目的別）

商工費
5.1億円
3.75％

国庫支出金
7.1億円
5.18％

衛生費
12.7億円
9.30％

議会費
1.5億円
1.08％

その他
0.7億円
0.51％

地方交付税
45.3億円
33.11％

町税
33.5億円
24.52％

寄附金
1.5億円
1.13％

繰入金
15.5億円
11.33％

町債
12.9億円
9.45％

※各種交付金

4.6億円
3.40％



みなかみ町地図



関越自動車道 

上越新幹線 
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人材育成基本方針策定及び人事評価制度導入までのフロー図 

［1］ 

みなかみ町職員 定員の適正管理計画の実施フロー図 

１8年度 ２0年度 ２3年度 ２4年度 ２5年度 21年度 22年度 19年度 ２8年度 ２7年度 4年度 ２6年度 2年度 3年度 29年度 30年度 元年度 

                 

１8年度 ２0年度 ２3年度 ２4年度 ２5年度 21年度 22年度 19年度 ２8年度 ２7年度 4年度 ２6年度 2年度 3年度 29年度 30年度 元年度 

勧奨退職制度の推進に伴う
説明会 
（対象者25人)  19.1月 

              定 員 の 適 正 管 理 の 実 施   ( 職 員 数 の 削 減  ) 
 

 民間委託、組織の簡素化、事務の効率化を図り、早期退職の推進 ・ 新規採用職員の抑制を実施 

みなかみ町財政状況及び勧奨
退職制度に関する説明会 
（対象者 全職員） 19.1月 

  みなかみ町行政改革  
  大綱策定作業・公表 
 

   集中改革プラン策定         

嘱託員制度の導入による人員配置  

（人員削減のための暫定的措置） 

第１次みなかみ町総合計画  
後期基本計画 

みなかみ町勧奨退職制度検討・設置・実施による 

定員適正化にむけた職員の削減 
応募制早期退職制度へ完全移行 

行財政改革推進委員会 
（第１回～第５回） 

人材育成基本方針策定・推進  

（夢のあるまちづくりと効率的な行政運営を実現するために） 

人材育成基
本方針策定
会議 

（第１回～ 
   第16回） 

行財政改革行動指針策定・推進  
（平成27年度までの行政改革と財政改革の行動指針） 

  再任用制度へ完全移行 

第２次みなかみ町総合計画 
 

前期基本計画 



（単位：人）

区分
 合併時

(17.10)
H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 備考

職員数（４月１日） 385 376 341 329 309 297 288 285 274 261 255 245 240 233 227

◎正規職員数の推移

平成17年10月の合併時の385人に対し、平成31年4月には227人となり、合併時と比較して158人、４１.0％減少している。

みなかみ町定員管理計画（平成30年～令和9年）において、計画5年目の令和4年4月に221人とする目標を設定している。

合併時と比較して、５７．５％の体制まで縮減する見込みとしている。
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合併時

(17.10)

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

職員数の推移

△158人

（△41.0％）
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245 240 233 227



（単位：百万円）

　 H16決算 H17決算 H18決算 H19決算 H20決算 H21決算 H22決算 H23決算 H24決算 H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算 H30決算 H31予算

職員人件費 3,034 2,025 1,835 2,426 2,515 2,435 2,311 2,302 2,341 2,259 2,291 2,291 2,191 2,170 2,131 2,006

※　H16決算は旧月夜野町・旧水上町・旧新治村・旧衛生施設組合の合計となります。

◎正規職員人件費の推移

正規職員の人件費は、合併前の旧3町村と旧衛生施設組合の合計額約30億3千4百万円に対し、平成31年度予

算ベースで約20億6百万円となり、10億3千万円の減額となり33.9％の削減となっている。合併後、平成20年

度の人件費が最も嵩んでおり決算額で約25億1千５百万円であり、平成31年度との比較では5億9百万円の減

額となり16.8％の削減となる。
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H16決算 H17決算 H18決算 H19決算 H20決算 H21決算 H22決算 H23決算 H24決算 H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算 H30決算 H31予算

職員人件費の推移

△10.3億円

（△33.9％）
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定員管理の参考指標活用状況調査等（アンケート）

の団体へのフィードバックについて 

 

 

１．アンケート調査結果・・・・・・・・・・1 
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１．アンケート調査結果 
 

 

 

アンケート調査結果の団体へのフィードバックについては、

調査結果をまとめた表・グラフ・団体意見を、研究会報告書

に掲載することにより対応することとする。 
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研究会報告書への掲載（案） 

 

 

（１）アンケート調査の実施について 

地方公共団体における参考指標の活用状況や、団体ニーズなどの実態を把握するため、

以下の２種類のアンケート形式による調査を実施した。 

 

①「定員管理の参考指標活用状況調査」 

全道府県、市区町村を対象とし、参考指標ごとの活用内容、活用に際して工夫して

いることや、活用していない理由、改善に係る意見等について調査し、全46道府県、

全1,741市区町村（指定都市含む）から回答があった（定員モデルは区を除く）。 

 

②「定員モデル（第10次定員モデル）による現状分析」 

定員モデルによる試算職員数と実職員数の乖離が±５％以上ある道府県、政令市、

中核市、特例市を対象とし、定員モデルと大きく乖離している要因について調査した。 
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（２）アンケート調査の結果について 

①定員管理の参考指標活用状況調査結果 

○定員モデル 

「定員管理の参考指標活用状況調査」を集計したところ、定員モデルの活用状況に

ついては以下の結果となった。 

 

定員モデルについて、道府県では約半数が何らかの形で活用しているが、政令市を

含む市町村の大多数では活用していないという実態が明らかになった。活用している

団体についても、内部でのみの資料として利用しているにとどまり、対外的説明資料

として活用している団体はごく少数であった。 

なお、定員モデルを活用している団体において、活用にあたり工夫していることと

して、以下のような回答を得た。 

 

・定員モデル試算職員数と実職員数の比較分析を行い、平均的な職員数と比べ、

どの部門の職員が多いのか、その要因は何なのか等分析している。 

・特殊事情が無いにも関わらず乖離が大きくなっている部門は、定員数を見直す

必要があると考えており、職員配置を検討する際の一つの指標として活用して

いる。 

・次年度採用人数の決定や、職員配置を検討する際の参考資料として活用してい

る。 

・定員適正化計画の策定にあたり、職員数の現状分析と課題整理に活用するとと

もに、定員モデルレーダーチャートも計画に記載・公表している。 

・同規模団体（全国、県内の類似団体）との比較において、大部門別に差が生じ

る理由等を分析している。 

・議会への説明資料や、職員数の水準を検討する上での気づきの指標として活用

している。 
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○定員回帰指標 

「定員管理の参考指標活用状況調査」を集計したところ、定員回帰指標の活用状況

については以下の結果となった。 

 

道府県では約４割が活用しているが、大多数の市町村では定員モデル同様活用して

おらず、活用についても内部での利用にとどまっている。 

なお、定員回帰指標を活用している団体において、活用にあたり工夫していること

等、以下のような回答を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・人口と面積の２つの数値だけを使用しており簡素で分かりやすいため、現在の

職員数が人口・面積に比して多いか少ないかという観点で説明する際に活用し

ている。 

・一般行政職員数及び普通会計職員数のそれぞれについて、試算職員数と実職員

数の比較を行い、ホームページに公表している。 

・人口当たり職員数を表すなど単純比較が容易なため、対外的な説明資料として

活用している。 

・簡素な指標で分かりやすいが、人口・面積以外の要因は考慮されていないこと

から、詳細の分析ができず、説明資料として利用しにくい 
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○類似団体別職員数の状況 

「定員管理の参考指標活用状況調査」を集計したところ、類似団体別職員数の状況

の活用状況については以下の結果となった。 

 

道府県については、人口10万当たりの普通会計職員数を示しているが、活用してい

る団体は少数であった。一方、指定都市と市町村では約７割の団体が活用している。

対外的説明資料としても約２割の市町村で活用しており、他団体との比較が容易であ

ることから、最も活用されている参考指標であることがわかった。 

なお、類似団体別職員数の状況を活用している団体において、活用に当たり工夫し

ていることとして、以下のような回答を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・類似団体における職員数比較や順位等を示し、議会や組合等への説明の際に使

用している。 

・定員管理計画に記載している。その際には、類似団体との面積・人口の散布図

も使用し、類似団体との比較において、視覚的にとらえることができるように

工夫している。 

・人口が同規模の団体と比較するための手段としてはわかりやすいが、人口と産

業構造以外の特殊事情が反映されないため説明が難しい。 

・小規模団体においては類似団体の地域特性（島しょ部が多い、面積が広いなど）

によって振れ幅が大きすぎる 



 

- 6 - 

 

○定員モデルを活用していない理由、改善に係る意見、不満点等 

定員モデルについては、「定員管理の参考指標活用状況調査」において特に質問項

目を設け、団体が活用していない理由等について調査・集計したところ、以下の結果

となった。 

 

定員モデルを活用していない理由として、いずれの選択肢も多数の回答があったが、

その中でも最も多かった回答は、定員モデルの算出方法が複雑で、内部や外部住民等

への説明手法が分からないというものであった。 

活用していない理由や改善に係る意見、定員モデルへの不満点等について、以下の

ような回答が見受けられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地域の特性（地形等）や政策的な事情（特定部署の体制強化等）、民間委託の

有無などの団体の個別の状況に対応していない。 

・すべての業務や特殊事情を反映しておらず、職員数を適正に表す指標として

一般化されていない。 

・説明変数は、毎年度調査を行っている統計データを使用してもらいたい。 

・試算職員数と実職員数の乖離が大きく、この差を具体的にどう取り扱うべき

なのかがわからないので、具体的な定員モデルの活用の考え方や活用事例等

を示してもらいたい。 
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また、本研究会において定員管理の事例発表を行ったところ、定員モデルの課題と

して以下のような意見があった。 

 

 

 

 

 

 

 

②「定員モデル（第10次定員モデル）による現状分析」 

○定員モデル試算職員数と実職員数が大きく乖離している要因 

「定員モデル（第10次定員モデル）による現状分析」を集計したところ、団体にお

いて定員モデル試算職員数と実職員数が大きく乖離している要因については、以下の

結果となった。 

 

試算職員数と実職員数の乖離が大きい部門について、乖離が発生する要因として、

例えば増要因としては、税務部門での徴収体制の強化や、民生部門での児童虐待等へ

の対応のため児童相談所の体制強化など、一般的・継続的な行政需要に対する団体の

対応が見て取れる。 

また、減要因としてはシステム導入等により業務を効率化し、標準的な団体よりも

少人数体制で対応しているという回答が見受けられた。 

  

・定員モデルは人口、面積等の数値で算出されているが、児童相談所の体制強

化に伴う児童福祉司の増員など、個別の政策的な増減要因が反映されない。 

・定員モデルの説明変数では人口が多く使われているため、人口減少の局面で

は試算職員数は減少していくこととなり、防災力強化や地方創生など、増加

する行政需要への対応が反映されない。 
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○職員数への影響が大きいと思われる各種統計データ等 

一般的・継続的な行政需要について、職員数への影響が大きいと思われる各種統計

データ等について、団体からは以下のような提案があった。 

次回の定員モデル改定時には、団体の意見として地域の実情をより反映させるため、

これらの各種統計データも説明変数候補に含めて検討する。 
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２．参考指標の理解促進への取組 

  

 

 

 地方公共団体の参考指標への理解を促進するため、参考指

標の説明資料とＱ＆Ａ、活用に当たって参考となる事例報告

について、研究会報告書に掲載することにより対応すること

とする。 

 

  



 

- 10 - 

 

研究会報告書への掲載（案） 

 

 

①各参考指標の説明 
 
本研究会では、地方公共団体が適正な定員管理を進める上で活用する参考指標として、

「類似団体別職員数の状況」、「定員モデル」、「定員回帰指標」について情報提供を行

ってきたところである。 
以下で、今まで情報提供をしてきたこれらの指標についてその概要を説明する。 

 

 

 
 

各参考指標の比較

定員モデル
（S58～H16、H22～H24、H28～H30）

定員回帰指標
（H20～H24、H28～H30）

類似団体別職員数（S57～）

一般行政部門 普通会計部門、一般行政部門(一般

市区町村を除く。）
普通会計部門、一般行政部門

大部門  － 大部門～小部門

多重回帰分析 多重回帰分析 加重平均

人口のほか30～40程度 人口、面積 ＊一部の権能差 人口

一部事務組合等の職員数を加算

(共同処理業務を反映)

道府県 道府県 道府県（人口10万あたり職員数）

指定都市、中核市、特例市 指定都市､中核市､特例市､特別区 指定都市､中核市､特例市､特別区

一般市、町村 一般市、町村 一般市（４）、町村（５）

その他 － － 産業構造別（一般市・町村）

・大部門別の比較分析が可能 ・簡素な指標 ・簡素な指標

・指標の意味をつかみやすい ・指標の意味をつかみやすい

・権能をそろえた全体比較が可能 ・小部門別の比較が可能

・人口当たり職員数の逓減傾向を
　反映

(職員０の小部門≒業務のない小
部門を除外した修正値あり）

・複雑な指標 ・総数比較のみ

・指標内容の説明が難しい

・説明変数の選択により複数の方
　程式が作成可能。（１つの式に
　確定しにくい）

・一部事務組合等を考慮せず

・加重平均のため、各区分両端に
位置する団体のブレが大きい

デメリット

メリット

(人口区分数)

試算値の内容

・実職員数の説明度合が高い
（乖離小）

加重平均の職員数

区    分

部門別有無

手　　　法

説明要素

職員の範囲

構
　
　
　
　
　
成

対象部門

当該団体のみ

部門ごとの行政需要を表す統計数
値（事業所数、生活保護受給世帯
数 等）による試算職員数

当該団体のみ

人口と面積による試算職員数(平
均職員数)

団体区分

（権能・業務）
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①定員モデル 

「定員モデル」は、一般行政部門を対象に、地方公共団体の部門ごとの職員数と、その

職員数と相関関係が強い説明変数（各種統計データ）を用いて、多重回帰分析の手法によ

って、それぞれの団体における平均的な試算職員数を部門別に算出できる参考指標である。 

昭和 58年度から情報提供を開始し、その後改定を繰り返し、現在は第 10次定員モデル

となっている。 

 

○対象団体及び団体区分 

「定員モデル」は、道府県、指定都市、中核市、施行時特例市、一般市、町村を対

象として作成しており、それぞれ１区分としている。なお、都及び特別区については、

処理する事務の特殊性から、除外している。 

○対象部門 

「定員モデル」の対象部門は、地方公共団体が自主的に定員管理に取り組むことの

できる分野の多い一般行政部門を対象としており、法令等で定員に関する基準が定め

られている職員の割合が多い教育、警察、消防部門及び独立採算制を採用している公

営企業等会計部門については、対象から除外している。 
また、団体区分ごとに、一般行政部門を大部門ごとに細分類している。道府県は10

部門、指定都市は７部門、中核市、施行時特例市、一般市及び町村は６部門に分類し

ている。 

○説明変数 

「定員モデル」の説明変数は、道府県、指定都市、中核市、施行時特例市、一般市、

町村の各団体区分及び部門の細分類区分ごとに、行政需要をよく表すと思われる各種

統計データ（人口、事業所数、生活保護受給世帯数等）を多数集め、説明変数候補と

している。 

  ○「定員モデル」の使い方 

職員数と説明変数（各種統計データ）の相関関係を、次ページの形にまとめたもの

が「定員モデル」である。詳細な仕組みや特徴は後述するが、職員数と説明変数の計

算式が既に入力されているため、団体名を入力するだけで自動計算され、試算職員数

と実職員数が直ちに比較できる仕組みとなっている。 

地方公共団体が「定員モデル」を活用するに当たっては、まずは部門ごとの試算職

員数との乖離状況を把握し、その要因を自団体の職員配置の特徴（例：税の徴収体制

の強化、住民の利便性向上のため窓口体制強化）と関連付けて分析することで、適正

な定員管理に取り組むことが重要である。 
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●団体名を入力する（計算式が既に入力されているため自動計算される）。 

●その団体における平均的な職員数が、「試算職員数」として部門ごとに算出される。 

●「試算職員数」と「実職員数」の比較が、表とレーダーチャートで表示される。 

●乖離状況を把握し、自団体の職員配置の特徴と関連付けてその要因を分析する。 

 

 

第10次定員モデルの例（一般市）

Ａ市 ←団体名を入力すると、以下の表の数値は自動計算されます。

部

門 数　　値 単位
個別計算
結果

試算
職員数

H30実
職員数

差引 乖離率

Ｙ＝20.921 20.9

0.000895 Ｘ1 住民基本台帳世帯数 50,020 世帯 44.8

0.002469 Ｘ2 第１次産業就業者数 1,321 人 3.3

0.015455 Ｘ3 総面積 274.45 ｋｍ
２ 4.2

0.032345 Ｘ4 可住地面積 78.10 ｋｍ
２ 2.5

0.000003 Ｘ5 標準財政規模 26,403,053 千円 79.2

Ｙ＝4.523 4.5

0.000478 Ｘ1 住民基本台帳世帯数 50,020 世帯 23.9

0.016769 Ｘ2 可住地面積 78.10 ｋｍ
２ 1.3

0.001465 Ｘ3 事業所数 5,837 所 8.6

0.000102 Ｘ4 軽自動車数 39,097 台 4.0

0.00013 Ｘ5 固定資産税納税義務者数（土地） 46,988 人 6.1

Ｙ＝10.188 10.2

0.003411 Ｘ1 住民基本台帳世帯数 50,020 世帯 170.6

-0.00183 Ｘ2 65歳以上の人口 39,202 人 -71.7

0.65428 Ｘ3 社会福祉施設等数（公営） 5 施設 3.3

6.615177 Ｘ4 保育所数（公営） 4 所 26.5

-0.005199 Ｘ5 保育所在所児数（公営） 1,824 人 -9.5

Ｙ＝0.019 0.0

0.000954 Ｘ1 65歳以上の人口 39,202 人 37.4

0.009401 Ｘ2 総面積 274.45 ｋｍ
２ 2.6

0.000004 Ｘ3 衛生費 4,190,429 千円 16.8

0.000294 Ｘ4 ごみ収集量 37,310 t 11.0

0.001835 Ｘ5 直営ごみ収集量 334 t 0.6

Ｙ＝2.683 2.7

0.029452 Ｘ1 総面積 274.45 ｋｍ
２ 8.1

0.03366 Ｘ2 小売店数 936 店 31.5

0.000019 Ｘ3 農業費 206,088 千円 3.9

0.000009 Ｘ4 農地費 279,824 千円 2.5

Ｙ＝-2.228 -2.2

0.000511 Ｘ1 昼間人口 119,463 人 61.0

0.000005 Ｘ2 市町村道実延長 1,147,768 ｋｍ 5.7

0.000003 Ｘ3 都市計画費 2,375,248 千円 7.1

0.042779 Ｘ4 都市公園数 80 箇所 3.4

0.007601 Ｘ5 公営住宅戸数 2,497 戸 19.0

543 568 25 4.6

48 53 5 10.4

129 99 ▲ 30 ▲ 23.3

税
　
　

務

試　　算　　式

議
会
・

総
務

土
　
　

木

経
　
　

済

民
　
　

生

衛
　
　

生

説明変数

計　算　数　値

155 177 22 14.2

総合計

68 79 11 16.2

94 108 14 14.9

49 52 3 6.1

「定員モデル」の使い方 
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○メリット・デメリット 

30～40程度の説明変数（各種統計データ）を考慮することで、一定程度精緻に団体

における特殊事情を反映することが可能であり、また、部門ごとに職員数の比較分析

が可能というメリットがある。一方、計算式が複雑であり、理解に時間がかかる上に

説明が困難というデメリットがある。 

 

○多重回帰分析による整理 

説明変数候補による多重回帰分析を行い、最終的な説明変数を選別し、平均的な試

算職員数の状況を表す回帰方程式を求めている。 
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「定員モデル」は、回帰方程式によって試算職員数を求めるものである。 
回帰方程式とは、一方の変数（Ｘ）を他方の変数（Ｙ）の説明要因として、 
両方の変数の関係を分析する手法をいう。 
ここで、Ｘは説明変数（各種統計データ）、Ｙが試算職員数となる。 
試算職員数（Ｙ）が、１つだけの説明変数（Ｘ1）によって求める場合には、 
単純回帰式となり、方程式は次のようになる。 

Ｙ＝αＸ1＋β 

試算職員数（Ｙ）を、複数（ｎ個）の説明変数によって求める場合には、 
多重回帰式となり、方程式は次のようになる。 

Ｙ＝α1Ｘ1＋α2Ｘ2＋α3Ｘ3＋・・・＋αnＸn＋β 

単純回帰式と多重回帰式、いずれの場合も基本的な分析方法は同じであり、 
多重回帰分析イメージ図のように、多次元の空間に配置された点と、 
最も距離が短くなる線（面）を描いた場合の方程式を求めることになる。 

 

 
 
 

・説明変数候補を用意 
地方公共団体の職員数と相関関係があると考えられる人口や事業所数

等の各種統計データを多く収集し、説明変数の候補を選定。 

・採集したデータをもとに回帰方程式を作成 
説明変数候補のデータをもとに、コンピューターソフトを活用し、複数

の多重回帰方程式を算出。 

・算出された多重回帰方程式の中から最適なものを選定 
算出された方程式のうち、相関関係が強いこと、同種の説明変数が採用

されていないこと等を考慮し、最終的な説明変数を選別し、最適な方程式

を選定。 

 

 

 

「定員モデル」の作成過程 

多重回帰分析について 
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○第10次定員モデルの特徴 

定員モデルの説明変数は、部門における中核業務やその時々のトレンドを反映させ

るため、概ね３年ごとに改定を行ってきており、最新の第10次定員モデルについては、

平成28～30年度に改定を行った。 

    第10次定員モデルでは、民間委託等による影響を反映した定員モデル式を検討した。

特に、一般市・町村の衛生部門において、民間委託の状況をより反映させるため、従

来の「ごみ収集量」「直営ごみ収集量」に加え、「可燃ごみ収集委託率」を説明変数

候補とした。しかしながら、多重回帰分析の過程で、民間委託の状況を反映させる最

終的な説明変数としては、「ごみ収集量」と「直営ごみ収集量」が採用された。 

また、各団体における活用を促すため、定員モデルの計算式とレーダーチャートに

ついて、エクセルファイルでのデータ提供を行うこととした。 
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②定員回帰指標 

「定員回帰指標」は、人口と面積の２つの要素だけを説明変数として、それ以外の特殊

事情を考慮せず、多重回帰分析の手法によって、各地方公共団体の試算職員数を算出でき

る参考指標である。 
住民にわかりやすく説明するため、 使いやすさを最重視した簡素な指標として、平成

20年度から情報提供を開始した。 

○対象団体及び団体区分 

団体区分は、道府県、指定都市、中核市、施行時特例市、一般市、東京都特別区、

町村に区分している。また、道府県においては、人口170万未満、170万以上500万未満、

500万以上の３区分にグループ分けしている。 

○対象部門 

一般行政部門と、教育、警察、消防部門を含めた普通会計部門を対象としている。 

○説明変数 

「定員回帰指標」の説明変数は、人口と面積の２つだけである。説明変数として人

口と面積を選択した理由は、行政サービスの主要な提供対象を代表する統計数値であ

り、また、住民にとっても、行政需要との関連を実感しやすいためである。なお、道

府県については、指定都市の有無を説明要素に加えている。 

○メリット・デメリット 

    人口・面積という２つの説明変数のみを使用するため簡素な指標であり、意味をつ

かみやすく説明がしやすいというメリットがある。一方、人口・面積以外の特殊事情

は考慮されず、また、総数比較のみであり部門毎の比較ができないというデメリット

がある。 

○「定員回帰指標」の使い方 

    人口と面積から算出される平均的な職員数の規模感をつかむことができるため、住

民等への説明資料や、現状分析のきっかけとなる第１次チェックツールとして活用す

ることが考えられる。 
 

 

人口と面積を説明変数として多重回帰分析を行い、平均的な職員数の状況を表す 
回帰方程式を求める。この結果、試算職員数は、次の方程式で示される。 

試算職員数 ＝ ａＸ1（人口）+ ｂＸ2（面積）+ｃ（一定値） 

            

 
 

ａ  ： 人口千当たりの係数［各人口区分毎］      Ｘ1： 当該団体の人口（千人） 

ｂ ： 面積１ｋｍ
2
当たりの係数              Ｘ2： 当該団体の面積（ｋｍ2） 

ｃ ： 一定値［各人口区分毎（権能差も反映）］ 

多重回帰分析について 
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実際の職員数

=○市職員数 + 一部事務組合等の○市相当職員数

試算職員数

=  ａX1（人口） + ｂＸ2 (面積） +ｃ(一定値)

※a,b,cは団体区分等ごとに設定

※X1､Ｘ2 は○市の人口､面積を代入

○市職員数

一部事務組合等
の職員数
(××人)

○市全体の
試算職員数

（一部事務組合分）

比較

××人

××人

○市相当職員

××人

××人

※ 一部事務組合等の職員数を市区町村の職員数に加算することにより、○市全体の職員数が比較対象（道府県では影響が小さいため簡素化）

※ 一部事務組合等の職員数のうち「○市相当分」は、人件費分担割合等をベースに当該一部事務組合等の職員数を分割した数

※ なお、道府県の権能差である指定都市の有無は試算式c（一定値）において反映

※市区町村のみ

（他市区町村分）

※市区町村のみ

①「定員回帰指標」とは、人口と面積を用いて、各団体の職員数との相関関係を多重回帰分析により算出したものであ
る。

②各団体の全体の職員数の比較を行う観点から、普通会計及び一般行政部門の職員数の総数を試算するものであり、
試算された職員数には一部事務組合の当該団体相当職員数分も含む。

定員回帰指標による比較
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③類似団体別職員数の状況  
「類似団体別職員数の状況」は、全市区町村を対象として、その人口と産業構造（産業

別就業人口の構成比）を基準に類型区分し、類型に属する市区町村の職員数と人口をそれ

ぞれ合計して、類型ごとに人口１万当たり（道府県は人口10万当たり）の職員数の平均値

を算出し、その類型に属する団体を類似団体として職員数の比較をする参考指標である。 

昭和57年度から情報提供を行っており、普通会計部門と一般行政部門の職員数を対象と

している。使用データは、『地方公共団体定員管理調査』による普通会計職員数、一般行

政部門職員数、住民基本台帳人口、直近の『国勢調査』による産業別就業人口の構成比で

ある。 
 

○対象団体及び団体区分 

全市区町村を対象として類似団体の区分は、まず、市区町村の権能に応じて、指定都

市、中核市、施行時特例市、一般市、東京都特別区、町村に区分している。さらに、一

般市と町村は、人口と産業構造に応じて区分し、一般市は、人口５万ごとに４区分、産

業構造も４区分として16類型に、また、町村は、人口５千ごとに５区分、産業構造は３

区分として15類型にグループ分けしている。 

なお、道府県については、人口10万当たりの普通会計職員数について情報提供するこ

ととしている。 

〔一般市〕 

産業構造 

人 口 

Ⅱ次,Ⅲ次 95%以上 Ⅱ次,Ⅲ次 95%未満 

Ⅲ次 65％以上 Ⅲ次 65％未満 Ⅲ次 55％以上 Ⅲ次 55％未満 
以上       未満 

～ 50,000 Ⅰ-3 Ⅰ-2 Ⅰ-1 Ⅰ-0 

50,000 ～100,000 Ⅱ-3 Ⅱ-2 Ⅱ-1 Ⅱ-0 

100,000 ～150,000 Ⅲ-3 Ⅲ-2 Ⅲ-1 Ⅲ-0 

150,000 ～ Ⅳ-3 Ⅳ-2 Ⅳ-1 Ⅳ-0 

〔町 村〕 

産業構造 

人 口 

Ⅱ次,Ⅲ次 80%以上 
Ⅱ次,Ⅲ次 80%未満

 

Ⅲ次 55％以上 Ⅲ次 55％未満 
以上       未満 

～  5,000 Ⅰ-2 Ⅰ-1 Ⅰ-0 

5,000 ～ 10,000 Ⅱ-2 Ⅱ-1 Ⅱ-0 

10,000 ～ 15,000 Ⅲ-2 Ⅲ-1 Ⅲ-0 

15,000 ～ 20,000 Ⅳ-2 Ⅳ-1 Ⅳ-0 

20,000 ～ Ⅴ-2 Ⅴ-1 Ⅴ-0 
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○対象部門 

対象部門は、一般行政部門と、教育、警察、消防部門を含めた普通会計部門を対象と

している。また、部門毎に細分類化しており、大部門から小部門ごとで比較することも

可能である。 

○メリット・デメリット 

人口と産業構造別に団体を区分するため、類似団体としてイメージがしやすく、ま

た、大部門・小部門ごとに細かい比較分析が可能というメリットがある。一方、それ以

外の団体の特殊事情が考慮されず、また、団体区分における平均値であるため、各区分

の両端に位置する団体によっては、試算職員数とのブレが大きくなるというデメリット

がある。 
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②Ｑ＆Ａ（参考指標についてよくある質問） 
 

 

 

 

 

○ 定員モデルとは、一般行政部門を対象に、地方公共団体の部門ごとの職

員数と、その職員数と相関関係が強い説明変数（各種統計データ）を用い

て、多重回帰分析の手法によって、それぞれの団体における平均的な試算

職員数を部門別に算出できる参考指標です。 

○ 説明変数となる各種統計データについては、その部門の中核的業務やそ

の時々のトレンドを反映し、インターネット等で広く公開されているもの

を 30～40程度収集しています。例えば、道府県の衛生部門については、説

明変数として「保健所設置市以外の人口」「保健所設置市以外の人口増加数」

「総面積」「病院数（病院・診療所・歯科診療所）」を採用しており、これ

らを計算式に当てはめることで、それぞれの団体における平均的な試算職

員数を求めることとなります。 

○ そのため定員モデルは、各種統計データの変動等に伴い、概ね３年ごと

に改定を行ってきており、最新の第 10次定員モデルについては、平成 28

～30年度に改定を行ったところです。 

○ 第 10次定員モデルでは、民間委託等による影響を反映した定員モデル式

を検討しました。特に、一般市・町村の衛生部門において民間委託の状況

をより反映させるため、従来の「ごみ収集量」「直営ごみ収集量」に加え、

「可燃ごみ収集委託率」を説明変数候補としました。しかしながら、多重

回帰分析の過程で、民間委託の状況を反映させる最終的な説明変数として

は、「ごみ収集量」「直営ごみ収集量」が採用されました。 

また、各団体における活用を促すため、定員モデルの計算式とレーダー

チャートについて、エクセルファイルでのデータ提供を行いました。 

○ 計算式が複雑であり、対外的に説明するのは難しいですが、一定程度精

緻に団体の特殊事情を反映させた試算職員数を算出できます。大部門ごと

に試算職員数と実職員数を比較し、職員配置を検討する際の“気づき”の

ための参考として活用することが考えられます。 

 

 

 

(１) 定員モデルとは。 
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○ 定員回帰指標とは、人口と面積の２つの要素だけを説明変数として、定

員モデルと同様に多重回帰分析により平均的な職員数を求めようとする参

考指標です。 

○ 団体から、定員モデルよりも簡素でわかりやすい指標の作成を求める要

望が寄せられていたことから、人口・面積という２つの客観的な指標だけ

を使用して、平成 20年度から情報提供を開始しました。 

  ○ 使いやすさを最重視した簡素な指標であり、人口と面積から算出される

平均的な職員数の規模感をつかむことができるため、住民等への説明資料

に活用したり、実職員数と試算職員数を比較してどのくらいの乖離がある

のか、現状分析のきっかけとなる第１次チェックツールとして活用したり

することが考えられます。 

 

 

 

 

 

 

○ 類似団体別職員数とは、全市区町村を対象として、人口と産業構造を基

準に類型区分し、各類型に属する市区町村の職員数と人口をそれぞれ合計

して、人口 1万当たりの職員数の平均値を算出することで、類似団体との

職員数を比較する参考指標です。 

○ 市区町村については、普通会計部門、一般行政部門を対象として、大部

門・小部門ごとに比較分析することが可能です。なお、道府県については

人口 10万当たりの普通会計職員数について情報提供しています。 

○ 人口と産業構造以外の特殊事情が考慮されず、各類型の平均値であるた

め団体によっては試算職員数が実態と大きく乖離することもありますが、

人口が同規模の団体を平均して比較しているため、わかりやすい指標とな

っています。 

 

 

 

 

(２)定員回帰指標とは。 

(３) 類似団体別職員数とは。 
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○ 参考指標による試算職員数は、それぞれの団体における平均的な職員数

を求めようとするものであり、各団体における“あるべき水準”としての

“正しい”職員数ではなく、実職員数を試算職員数に近づけなければなら

ないというものではありません。 

○ 参考指標は、あくまでも職員数の現状を客観的に示したものであり、各

団体における適正な定員管理や、部門ごとの職員配置を検討する際の、“気

づき”のための参考として活用してもらうことを目的として、情報提供し

ているものです。 

  ○ そのため、各団体において、地域の特性や地域住民のニーズ、業務の違

いを考慮し、地域の実情に応じて、試算職員数を上回る（又は下回る）職

員を配置することは、十分にあり得ることです。 

○ その場合には、自団体における試算職員数と実職員数の乖離状況を把握

し、その要因を自団体の職員配置の特徴（例：税の徴収体制の強化、住民

の利便性向上のため窓口体制強化）と関連付けて分析することで、適正な

定員管理に取り組むことが重要です。 

 

 

 

 

 

○ 参考指標である定員モデル、定員回帰指標、類似団体別職員数の状況に

ついては、算出手法や説明変数、団体区分が異なることから、試算職員数

がそれぞれ大きく乖離する場合があります。 

○ 参考指標にはそれぞれ特性、メリット・デメリットがあり、どれかひと

つの試算職員数が正しく、他は間違っているというものではありません。

また、すべての参考指標を必ず使用しなければならないというものでもあ

りません。 

○ 各団体においては、参考指標の特性を考慮し、用途に応じて使い分ける

などの対応が考えられます。 

 

 

 

(４) 各参考指標の試算職員数は、“正しい”職員数なのか。 

(５) 各参考指標の試算職員数について、どの職員数が正しいのか。 
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○ 定員モデルは、職員数と相関関係が高い説明変数（各種統計データ）を

選別し、多重回帰分析により平均的な職員数を試算しているため、団体の

様々な特殊事情（例：重点施策として職員を増員している、業務の民間委

託等を進めている、山間部・離島等の地理的特性がある、など）を網羅的

に考慮できるものではありません。 

○ また、定員モデルの試算職員数は、その団体の職員数の“あるべき水準”

ではないことから、すべての行政需要や特殊事情を反映して算出するべき

ものではなく、あくまで団体における定員管理のための参考値となります。 

○ そのため、特殊事情が反映されてないから定員モデルを活用しないので

はなく、試算職員数と実職員数とに乖離が発生する場合、それが定員モデ

ルで考慮されない特殊事情の影響なのか、その特殊事情の影響は試算職員

数と比べてどの程度のものなのか等を分析し、定員モデルを定員見直しの

きっかけツールとして活用することが考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成 28～30年度に改定した第 10次定員モデルについては、団体におけ

る活用を促すため、エクセルファイルによる計算式とレーダーチャート、

全団体の説明変数を提供することとしました。 

○ 道府県、指定都市については、説明変数と試算職員数について、全団体

入力済みのエクセルファイルを提供しています。また、中核市、施行時特

例市、一般市、町村については、団体名を入力することで、その団体にお

ける試算職員数が自動的に算出される計算式入りのエクセルファイルを

提供しています。これにより、第 10次モデルで同規模の団体における試

算職員数についても、各団体で比較することができます。 

○ これらのエクセルファイルを活用し、同規模団体との比較・分析を行う

など、適正な定員管理に取り組むことが重要です。 

 

(６) 定員モデルに、団体個別の特殊事情を反映できないのか。 

 

(７) 定員モデルについて、類似団体別職員数同様、同規模の団体との 

比較はできないのか。 
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○ 定員モデルの試算職員数は、あくまで平均的な職員数の参考値を客観的

に示したものであり、実職員数との間に乖離が生じることは、一般的にあ

り得ることであり、乖離があること自体は悪いことではありません。 

○ しかし、その中でも、乖離が著しく大きい場合には、団体における特殊

事情や、地域住民のニーズへの対応、行政サービスの違いなどが影響して

いる可能性が考えられます。 

○ 例えば、民生部門において試算職員数を大きく上回っていた場合には、

その地域に子育て世帯が多く、団体として子育て支援や児童相談所の体制

を強化しているといったことなどが考えられます。 

○ 団体においては、自団体における試算職員数と実職員数の乖離状況を把

握し、その要因を自団体の職員配置の特徴と関連付けて分析することで、

適正な定員管理に取り組むことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

○ 定員モデルで使用している職員数や説明変数（各種統計データ）は、あ

くまで過去のトレンドであり、今後、そのトレンドがどのように変化する

かはわからないため、計算式の性質上、将来推計に使うというのは馴染み

ません。 

○ また、人口と職員数は非常に高い相関関係がありますが、人口減少とい

うトレンドがあったとしても、各団体において地域活性化施策の充実を図

ったり、高齢化の進展によって行政需要が増加したりといった状況も考え

られることから、人口減少によって職員数が単純に減少するとも限らない

ところです。 

○ 説明変数に将来の見込データを入力することで、職員数をシミュレーシ

ョンすること自体は可能ですが、計算式における係数は過去の数値を基に

算出しているため、あくまでも参考値として取り扱うなどの注意が必要で

す。 

 

(９) 定員モデルで将来の職員数を推計することはできるか。 

 

(８) 定員モデルの試算職員数と実職員数とが乖離した場合、 

どう対応（説明）すればいいのか。 
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○ 平成 28～30年度に改定した第 10次定員モデルについては、団体におけ

る活用を促すため、エクセルファイルによる計算式と、説明変数について

情報提供したところです。 

○ そのうち、指定都市、中核市、施行時特例市、一般市、町村の定員モデ

ルについては、部門ごとの試算職員数に対する実職員数の割合を一見して

比較できるレーダーチャートを加えて提供しております。 

○ このレーダーチャートについては、定員モデル試算職員数とそれに対す

る実職員数との乖離を、部門ごとに可視化することによって理解の一助と

するためのもので、実職員数が試算職員数よりも少なくなるべきというこ

とでありません。あくまでも各地方公共団体が適正な定員管理を検討する

上での、“気づき”のための参考資料となります。 

○ レーダーチャートは、大部門ごとに試算職員数と実職員数を一見して比

較することができるため、例えば、住民説明資料としてホームページに掲

載することや、定員適正化計画に係る資料として活用することなどが考え

られます。なお、その場合にも、実職員数が試算職員数よりも少なくなる

べきであるという誤解を与えないように、定員モデルはあくまで平均値で

あり参考であることを説明する必要があります。 

○ 各団体においては、定員モデルの活用に併せてこのレーダーチャートも

積極的に利用することで、自団体における試算職員数と実職員数の乖離状

況を把握し、その要因を自団体の職員配置の特徴と関連付けて分析するこ

とで、適正な定員管理に取り組むことが重要です。 

 

(10) 定員モデルの試算ツール（レーダーチャート）についてどのように

活用すればいいのか。 
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（単位：人）

部門
定員モデル
試算職員数

実職員数
実職員数
指数

試算職員数指数

議会・総務 337 370 109.8 100

税務 120 118 98.3 100

民生 322 416 129.2 100

衛生 233 218 93.6 100

経済 75 51 68.0 100

土木 223 252 113.0 100

一般行政部門
合計

1,310 1,425 108.8 100

（実職員数指数は、試算職員数を100とした場合の指数） 100
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③事例報告（統一フォーマットで事例紹介） 

 

 

職員配置の取組、ポイント 
１． 定員管理の位置づけについて 

 

 

 

 

２． 定員管理（計画）のポイントについて 

 

 

 

 

３． 今後の方針について 

 

 

 

 

 

定員モデル試算職員数との比較 

１. 定員モデルの活用方法について 

 

 

 

 

２. 定員モデルを用いた比較分析について 

 

 

 

 

○○県  

◆ 人口：●人   ◆ 面積：●㎢ 

◆ 総職員数：13,488 人 

 

自治体データ 

人口は、平成 31 年 1 月 1 日現在の住民基本台帳 

総職員数は、平成 31 年 4 月 1 日現在の職員数 
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研究会報告書の骨子（案） 
 

【報告書本文】 

Ⅰ 地方公共団体における職員数の現状（令和元年度定員管理調査から） 

 

Ⅱ 定員管理研究会における検討内容 

１．定員管理の参考指標（定員モデル、定員回帰指標、類団）について 

    そもそもの説明（参考指標の役割、各指標の特徴、使い方） 

２．参考指標の活用状況調査（アンケート）について 

    ・アンケート結果の分析、グラフ、表、団体意見の紹介 

    ・定員モデルへの不満点・改良点に対する見直しの検討、福井県の事例発表 

３．アンケート結果に係る研究会における議論について 

・参考指標への正しい理解 

→モデルは絶対的な指標ではなく参考指標 

・参考指標の役割についての解説 

 

Ⅲ 今後の課題（別紙） 

１．参考指標の活用促進に向けた取組 

 ・参考指標への理解の促進 

 ・参考指標の活用事例等についての情報提供 

２．定員モデルの更なる見直し 

 

 

【別添】 

○Ｑ＆Ａ（参考指標についてよくある質問） 

 （３参考指標共通） 

・各参考指標（定員モデル、定員回帰指標、類似団体別職員数）とは。 

・各参考指標の試算職員数は正しい職員数なのか 

・各参考指標の試算職員数について、どの職員数が正しいのか。 

（定員モデル） 

・個別の特殊事情を反映できないのか。 

・類似団体別職員数同様、同規模の団体との比較はできないのか。 

・試算職員数と実職員数とが乖離した場合、どう対応（説明）すればいいのか。 

・将来の職員数を推計することはできるか。 

・試算ツールについてどのように活用すればいいのか。 

 

○事例報告 

  ・定員モデルの活用事例（事例発表５団体の内容を統一フォーマットで紹介） 

 

資料３ 



 

Ⅲ 今後の課題 

各地方公共団体においては、引き続き、地域の実情を踏まえつつ、主体的に適正な定員管理に

取り組むことが重要であることから、本研究会においても、地方公共団体の取組に資するため、

引き続き「参考指標の活用促進に向けた取組」や「定員モデルの見直し」について検討する必要

があると考えている。 

１．参考指標の活用促進に向けた取組 

（１）参考指標への理解の促進 

定員モデル等の参考指標は、あくまでも定員の現状を客観的に示したものであり、各団体にお

ける職員数の“あるべき水準”ではなく、職員配置等を検討する上での、“気づき”のための指標

として活用いただくことを目的に、情報提供を行っている。 

しかしながら、今回のアンケート調査の回答においても、参考指標について、各団体のあらゆ

る行政需要を反映し、「絶対的なもの」として活用できるのではないかと考えている団体が数多

く見受けられた。 

これらの「誤解」を解くためにも、今後も引き続き、各参考指標の特性や活用に当たっての留

意点などの周知・徹底を図る必要がある。 

（２）参考指標の活用事例等についての情報提供 

その上で、参考指標を活用している団体の取組について、具体的にどのように活用しているの

かを取りまとめ、定期的に情報提供を行うべきである。 

特に定員モデルについては、多様な行政需要を踏まえた一定程度精緻な分析が可能であるが、

多重回帰分析という手法に団体はなじみが薄く、試算式が難解で対外的に説明することが困難と

いう意見が多く見られた。こうした意見も踏まえ、定員モデル試算職員数と実職員数に乖離があ

った場合にどのように合理的な説明をしたらいいのかなど、活用団体の事例などを含めた具体的

な分析手法を示すなど、さらなる活用促進に向けた情報提供が必要である。 

 

２．定員モデルの更なる見直し 

定員モデルについて、今回のアンケート調査で団体から提案のあった各種統計データなども含

め、部門ごとの中核業務やその時々のトレンド、地域の実情をより反映させるため、今後、説明

変数の更なる見直し・検討が必要である。 

また、各団体が統計データを更新して経年比較がしやすいように、説明変数については、基本

的に毎年更新されるものを選択するなど工夫する必要がある。 

 

 

別紙 
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